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 （議事３－１）市民アンケートの結果について                              

１ 調査の概要 

 調査の目的 

第２期秋田市住生活基本計画の策定にあたり、市民の「住まい」に関する考え方や意見

を計画に反映させるための基礎資料とすることを目的に実施した。 

 調査の内容 

アンケート調査の内容および期待する効果等は次のとおりである。 

 

表１-１ アンケート調査の内容および期待する効果等 

 

 

番号 大項目 質問項目 期待する成果等

1
回答者の世帯
属性について

1 性別
2 年齢
3 世帯構成
4 子ども、高齢者の居住等

・住宅の満足度や住宅の属性について、世帯属性ごとの
　クロス集計等に活用する。

2
回答者の住ま
い属性につい
て

5 住宅の種別
6 居住歴
7 建築時期
8 居住面積
9 バリアフリー対応

・住宅の満足度や住宅の属性について、世帯属性ごとの
　クロス集計等に活用する。
・居住している住宅の属性を把握することで、住宅ス
　トックに関する課題を検討する際の参考資料とする。

3
住まい・周辺
環境の満足度
について

10 住宅の満足度（５段階評価）
11 地域住環境の満足度（５段階評価）

・現在居住している住宅や地域に関する満足度を把握す
　ることにより、居住者から見た視点での課題の整理等
　を検討するための参考資料とする。

4
定住・転居意
向について

12 住み続けることの意向
13 現在の住宅を選ぶ理由
14 住み続けるために重要なこと
15 転居ができない理由について

・現在居住している住宅に住み続けることの意向等を把
　握することにより、課題の整理や住み替え支援施策等
　の検討のための参考資料とする。

5
住宅や住環境
に重視するこ
と

16 今後住宅を取得する際に重視すること
・住宅を選ぶときに重視する内容を把握することによ
　り、住宅に居住する際の様々な支援に関して検討する
　ための参考資料とする。

6
リフォーム等
の意向につい
て

17 建替、増改築、リフォームの予定
18 建替、増改築、リフォームの内容
19 リフォームをしない理由

・持家のリフォーム等の実施状況、問題点を把握し、リ
　フォーム推進政策検討のための参考資料とする。

7
高齢期の住ま
いについて

20 高齢者、障がい者の有無
21 高齢者、障がい者が住む上で困っていること
22 高齢者の住まい方について
23 高齢者、障がい者の住まい方に対する支援に
   ついて

・高齢者や障がい者の住まい方の意向や問題点を把握
　し、高齢者に対する住宅政策検討のための参考資料と
　する。

8
子育て期の住
まいについて

24 子育て期の住宅の重要なことについて
25 子育て期の住まい方に対する支援について

・子育て期の住まい方の意向や問題点を把握し、子育て
　世帯に対する住宅政策検討のための参考資料とする。

9
市営住宅につ
いて

26 市営住宅が必要な人について
27 市営住宅建設等のあり方について

・市民から見た市営住宅のあり方や建設の方向性の考え
　方を把握し、入居に関する対応や市営住宅の整備方針
　検討のための参考資料とする。

10
空き家・空き
地について

28 空き家・空き地の状態について
29 空き家・空き地への対応の考え方について

・地域にある空き家の問題や空き家対策の考え方を確認
　し、空き家対策推進施策検討のための参考資料とす
　る。

11
災害対策につ
いて

30 災害に対する不安について
31 災害対策について特に力を入れるべきと思うこと

・居住している住宅や地域の災害に対する不安や災害対
　策に関する思うことを把握し、住宅に対する災害対応
　施策検討のための参考資料とする。

12
秋田市の住宅
政策について

32 秋田市の住宅政策に特に力を入れるべきと
　思うこと

・これまでのアンケート項目に関連することも含め、特
　に力を入れるべきと考えることを把握し、重点目標や
　重点施策検討のための参考資料とする。

13 ご意見 33 自由意見
・住宅政策や市政に関するアイディアや意見を把握し、
　住宅政策検討のための参考資料とする。

14 回答者の地域
あらかじめアンケート用紙にコード記載(1～7）、個
人特定はできない旨を記載する。

・各アンケート項目について、回答者の地域ごとのクロ
　ス集計等に活用する。
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 調査対象者 

調査対象者は次の 2,100 名（①②計）である。 

  ①無作為に抽出した 20 歳以上の市民：2,000 名 

【抽出方法】 

 ・男女、地域、10 歳階級の人口比に応じた配分とし、20 歳以上の市民から調査対象

の 2,000 件を抽出した。 

 ・2,000 件のうち、700 件は 7 地域に 100 件ずつ配分し、地域ごとの人口比に応じた

件数を抽出。 

 ・2,000 件のうち、1,300 件は市内全域に対する割合に応じた件数を抽出 

②市民 100 人会：100 名             

表１-２ 調査票の配布人数（無作為抽出 2,000 名および市民 100 人会 100 名） 

 

 調査方法 

郵送によりアンケートを送付し、直接記入の上、郵送回収とした。 

なお、アンケートは無記名とした。 

 調査期間 

調査期間は「令和２年８月 31 日（月）～10 月 16 日（金）」である。 

 配布・回収結果 

調査票の配布、回収の状況は次のとおりである。 

表１-３ 調査票の配布・回収の状況 

地域 配布数（件） 有効回収数（件） 有効回収率（％） 

中央地域 425 230 54.1 

東部地域 386 205 53.1 

西部地域 254 121 47.6 

南部地域 318 161 50.6 

北部地域 451 254 56.3 

河辺地域 137 70 51.1 

雄和地域 129 64 49.6 

合計 2,100 1,105 52.6 

  

男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計

20～29歳 21 20 41 26 24 50 9 13 22 12 14 27 20 18 39 4 4 8 9 12 21 102 105 207

30～39歳 24 26 50 23 24 47 14 14 28 22 21 42 27 30 57 7 6 13 5 4 9 122 125 246

40～49歳 37 42 78 31 32 63 23 23 45 29 29 58 36 37 73 8 9 17 8 6 14 171 178 349

50～59歳 40 38 78 27 28 55 20 22 42 25 28 53 33 36 69 9 10 19 8 8 16 161 171 332

60～69歳 33 40 73 32 35 67 22 23 46 27 33 60 43 43 86 16 15 31 14 14 28 187 203 390

70歳以上 40 64 105 43 60 103 29 42 71 33 45 78 51 77 128 19 30 49 17 24 41 233 343 576

計 195 230 425 182 204 386 117 137 254 148 170 318 210 241 451 63 74 137 61 68 129 976 1,124 2,100

河辺地域 雄和地域 合計

区分

中央地域 東部地域 西部地域 南部地域 北部地域
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２ 調査結果の概要 

調査結果の概要と計画反映の際の配慮事項は次のとおりである。 

 

表１-４ 調査結果の要約と配慮事項等（1/4） 

項 目 調査結果の要約 主な問題点と配慮事項 

回答者の

属性 

○「男性」が約 44％、「女性」が約 55％、

「無回答」が約 1％ 

○60 歳以上が約 54％ 

○「夫婦のみ」の世帯が約 29％、「夫婦と子」

の世帯が約 31％ 

○家族に「65歳以上の高齢者」がいるのは

約 59％ 

○子の人数は「１人」が約 40％、「２人」が

約 47％、「３人以上」が約８％ 

 

今の住宅

の属性 

○「持ち家（１戸建）」が約 81％ 

○居住年数は「10 年未満」が約 26％、「30

年以上」が約 34％ 

○建築時期は「平成３年～平成 12年」が約

21％ 

○床面積は「100～149 ㎡（30～45 坪）」が

約 37％ 

○バリアフリーの対応状況は「２カ所以上

に手すりを設置（階段と玄関、階段と浴

室とトイレなど）」が約 38％、「バリアフ

リーに対応したものはない」が約 32％ 

 

 

 

 

 

 

 

○住宅のバリアフリー化を進めていく必要

がある。 

今の住宅

の満足度 

○満足度が高いのは「住宅の広さ、部屋数」

「台所・風呂・トイレの設備や広さ」「住

宅の日当たりや風通し」で、いずれも「満

足」「やや満足」が５割以上 

○不満度が高いのは「高齢者や障がい者へ

の配慮（バリアフリー対応）」「光熱水費

軽減などの省エネルギー対応」「寒さ、暑

さに対する断熱性や気密性」で、いずれ

も「不満」「やや不満」が３割以上 

 

 

 

 

○バリアフリー化や省エネルギー対策、断

熱性や気密性等、暮らしやすさに配慮す

る必要がある。 
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表１-５ 調査結果の要約と配慮事項等（2/4） 

項 目 調査結果の要約 主な問題点と配慮事項 

地域の住

環境の満

足度 

○満足度が高いのは「買い物の便利さ」「住

宅周辺の騒音の少なさ」「自然・緑の豊か

さ、公園・緑地の近さ」で、いずれも「満

足」「やや満足」が約５割 

○不満度が高いのは「雪への備え（道路の

除排雪など）」で、「不満」「やや不満」が

４割以上、「地震・火災・水害などに対す

る安全性」「住宅周辺の道路の安全性」の

「不満」「やや不満」が２割以上 

 

 

 

 

○冬期や災害時に対する周辺環境の安全性

の向上を図る必要がある。 

定住や転

居 

○今の住宅に「住み続ける」が約 75％ 

○今の住まいを選ぶ理由は「住み慣れてい

る」が約 76％ 

○住み続けるために重要なことは「買い物

や通院など日常生活の利便性がよいこ

と」が約 64％ 

○転居したくてもできない理由は「高齢だ

から」が約 37％、「家賃やローンの支払が

困難(収入面)」が約 65％、「預貯金や融資

額が少ない」が約 57％ 

○定住対策を推進し、安心して住み続けら

れる居住環境を整備する必要がある。 

 

○日常生活の利便性の向上を図る必要があ

る。 

 

○ニーズに応じた補助金等の支援や相談体

制の充実が必要である。 

住宅や住

環境で重

視するこ

と 

○「買い物や通院などの利便性」が約 51％ ○日常生活の利便性の向上を図る必要があ

る。 

住宅のリ

フォーム

工事 

○リフォームの「予定はない」が約 57％ 

○予定されている、または実施済みのリフ

ォームの内容とは「台所、風呂、トイレな

どの、設備工事」が約 60％、「屋根や外壁

の塗装や張り替えなどの、外装工事」が

約 68％ 

○リフォームしない理由は「今の住宅で十

分である」が約 48％、「リフォームしたい

が資金がない」が約 32％ 

○適切なリフォームが行われるよう、情報

提供や相談体制の充実が必要である。 
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表１-６ 調査結果の要約と配慮事項等（3/4） 

項 目 調査結果の要約 主な問題点と配慮事項 

高齢者や

障がい者

のすまい 

○困っていることは「玄関まわりに段差が

ある」が約 43％、「玄関まわりに手すりが

ない」が約 28％ 

○老後の住まい方は「今の家に住み続けた

い」が約 50％、「利便性の高い場所に住み

替えたい」が約 12％ 

○必要だと思う取り組みは「持ち家のバリ

アフリー化などリフォームに関する助成

制度の充実」が約 20％、「住み慣れた地域

で生活していくための生活支援・介護サ

ービスの充実」が約 41％ 

○住宅のバリアフリー化を進めていく必要

がある。 

 

○高齢期も安心して住み続けられる居住環

境を整備する必要がある。 

 

○高齢者や障がい者等の居住に配慮した適

切な支援やサービスの充実が必要であ

る。 

子育て期

のすまい 

○重要だと思うことは「住宅の広さ」「子ど

も部屋の確保」「家賃など住宅費の負担の

適度さ」で、いずれも約３割 

○必要だと思う取り組みは「住み慣れた地

域で生活していくための子育て支援・子

育てサービスの充実」で約 42％ 

○子育て世帯のニーズに応じた規模、家賃

の住宅の供給が必要である。 

 

○子育て世帯が暮らしやすい居住環境の整

備、ニーズに応じた支援やサービスの充

実が必要である。 

空き家・

空き地 

○空き家・空き地の状態については「草木

が生い茂っている」が約 47％ 

○どのようにすればよいかは「所有者に働

きかけて、適切に管理させるべきである」

「所有者に働きかけて、空き家の解体や

売却などを進めるべきである」がそれぞ

れ約３割 

○草木の伐採等、適切な管理が必要である。 

 

○所有者へ働きかけを行い、空き家・空き

地の適切な管理と有効活用を図る必要が

ある。 

災害対策 ○心配していることは「地震により住宅が

倒壊しないか」が約 37％で、「住宅や地域

が川に近く、洪水が起きないか」「大雨や

台風による住宅への浸水被害」「大雪によ

る住宅への被害」がそれぞれ約３割 

○必要だと思う取り組みは「被害を受けた

住宅の復旧工事に対する支援」が約 56％ 

○住宅の耐震化を促進する必要がある。 

○災害時の安全性の確保を図る必要があ

る。 

 

 

○適切な支援のための情報提供や相談体制

の充実が必要である。 
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表１-７ 調査結果の要約と配慮事項等（4/4） 

項 目 調査結果の要約 主な問題点と配慮事項 

市営住宅 ○どのような人のために必要と思うかは

「低所得者のため」が約 80％、「高齢者の

ため」が約 40％、「ひとり親世帯のため」

が約 35％ 

○市営住宅の建設については「人口が減少

するから、老朽化した市営住宅のみ建て

替えしていくべき」が約 32％ 

○ニーズに応じた住宅の供給が必要であ

る。 

 

 

 

○市営住宅の長寿命化の促進を図る必要が

ある。 

秋田市の

住宅政策 

○力を入れるべきだと思うのは「高齢者が

安心して暮らせる、生活支援や介護サー

ビスが付いた住宅の普及促進」が約43％、

「増加する空き家への対策」が約 37％ 

○サービス付き高齢者向け住宅の普及促進

が必要である。 

○適切な空き家対策を講じる必要がある。 

 

【自由意見】 

自由意見については、395 人が回答した。 

主な内容を、「空き家」、「災害対策」、「リフォーム」、「バリアフリー」、「高齢者」、「子

育て」、「市営住宅」、「民間賃貸住宅」、「居住環境」、「まちづくり」、「道路・除排雪」、「地

域交通」、「防犯」、「その他」の 14 項目へ分類したところ、住宅に関する意見で最も多か

ったのは「空き家」が約 13％、次いで「災害対策」が 8.4％であった。 

その他については、主に、町内会、ごみ出し、身の回りで起きていること、困りごとな

ど様々な意見や要望等があった。 

表１-８ 自由意見回答数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

番号 項目 回答数 構成率

1 道路・除排雪 72 18.2%
2 空き家 51 12.9%
3 災害対策 33 8.4%
4 居住環境 32 8.1%
5 地域交通 30 7.6%
6 まちづくり 30 7.6%
7 高齢者等 17 4.3%
8 防犯 12 3.0%
9 リフォーム 9 2.3%
10 市営住宅 9 2.3%
11 子育て 5 1.3%
12 バリアフリー 4 1.0%
13 民間賃貸住宅 4 1.0%
14 その他 87 22.0%

395 100.0%合計
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項 目 主な自由意見 

道路・除排雪 ○道路が狭すぎる。雪が降ると道路状況が悪くなり大変。 

○道路がせまいため、除雪が思い様来ない。中心地は何時除雪されて良いが、せまい

所にも目を向けて欲しい。 

○子供の通学路であってもせまく危険な道がたくさんある。信号をつけたり、子供が

安全に過ごせる町づくりを希望する。 

○自宅から大きい道路に出る際、必ず遠回りをしなければいけない道路の作りなの

で、もっと便利な道路ができたらと思っています。 

空き家 ○空き家で手入れされていない所が多くなった。納税状況である程度行政での把握

ができると考える。税の滞納、家の取り壊し費用と土地代の相殺ができる条例を策

定することはできないものだろうか。 

○今にも崩れそうな家屋がそのままになっている所などある。定期的に巡回して売

却するなり取り壊しをしてほしい。 

○町内に空き家が増えています。私自身も実家が空き家となる可能性があり、どう管

理すればよいのか、売却できるのかなど、わからないことだらけです。そのような

事に対する相談窓口や財政面での支援制度があればと思います。 

災害対策 ○川の堤防は大丈夫なのか心配。山林の伐採後の土砂崩れがないか心配。 

○災害が予想される地域では大雨が降るたびに避難所開設ということになる。安全

な地域を確保してそこに優先的に入れるようにして欲しい。 

○私の住む地区（大住・仁井田）では、大雨の際に床上・床下浸水する住宅が多くあ

ります。市の方でもポンプで水を汲み上げて頂いてはいますが、間に合わない状態

で毎回心配しながら自宅に住んでいます。川の増水が心配な地域への防災の対策

をなんとかお願いしたいです。 

地域交通 ○バスの便が悪い（路線も少なく、本数も少ない）。高齢者が利用しにくい。地域を

循環する小型バスがあれば良い。 

○100 円バスの利用はありがたいが、本数が少なく大変である。 

○今の所、車の運転はできるのですが、そろそろ車も無理になって来るでしょう。そ

の為バスの運行を考えていただきたい。 

居住環境 ○現在生まれてから住み続けていますが、とても住みやすい所です。ただ、バスの便

が不便と感じることはありますが、近くに公園やスーパーもあり、満足しておりま

す。これからも住み続けます。 

○家の周りにはスーパーや公園、学校もあるので、住む際に困った事はあまりありま

せんが、遊びに行く場所が少ないイメージがあります。 

まちづくり ○中心地は都市化を進め、少し離れたところに自然なども多いので、コンパクトシテ

ィ化を進めてもらえるとうれしいです。全世界注目の高齢化の秋田のコンパクト

シティ化が見本になれるようにしたいですね！ 

高齢者 ○グループホームを増やして欲しい。 

○祖父母の通院、買い物に家族に負担がかかる。 

○老後も今の住宅に住み続けたいのですが介護サービス等の現状からはとても不

安。 
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 （議事３－２）第１回策定委員会で出された意見等への対応について 

【前回委員会】議事７－１ 秋田市住生活基本計画策定の概要について 

【前回委員会】議事７－２ 現行計画の検証および秋田市を取り巻く現況と課題について 

番号 意見等 委員会時の回答 対応の方針 

１ バリアフリー化率の値

は、目標に対しての乖離が

非常に大きいが、当時の目

標値設定の特別な根拠や意

図があれば教えてほしい。 

・目標値は、平成 23 年３月

策定の「住生活基本計画

（全国計画）」と同値を用

いた。 

 

・住生活基本計画（全国計画）

見直しの動向を見ながら、本

市の目標設定を検討したい。 

２ 今後もさらなる高齢化の

進行が懸念されるが、高齢

者の増加に対して住宅スト

ックは充足しているのか、

増やす必要があるのか。 

・住宅総数は普通世帯数を

上回る状況で推移してい

るとともに、市全体で人

口減少が進んでいるた

め、これ以上増やすとい

うような計画等はない。 

・今後は、空き家や空きア

パート等の既存ストック

の活用等が課題となると

考えている。 

・空き家対策の強化を検討する

ともに、既存ストックの活用

に努める。 

３ 空き家を活用した定住対

策については、市が空き家

を所有者から借り上げ、市

が改修等を行った後、住ま

いとして活用する（市の改

修費を家賃で回収する）な

ど、思い切った施策を行っ

てみてもいいのではない

か。 

・他都市の事例等を参考に

しながら次の展開の中で

検討していきたい。 

・交流施設、福祉施設など様々

な活用方法に対する取組や

支援について、空き家対策計

画の策定や関係団体等との

連携も含め検討する。 
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番号 意見等 委員会時の回答 対応の方針 

４ 耐震に関わる興味や意識

を変えるためにも、耐震改

修の対象を昭和 56 年以前

と限定せずに事業を実施で

きるような改革をお願いし

たい。 

・建築指導課と相談して検

討を進めていきたい。 

・昭和 56 年以前の住宅の耐震

化を最優先として進めるこ

とが重要であるため、直ちに

対象の拡充は実施しないが、

ご意見を踏まえ、耐震化率の

動向等も考慮しながら、耐震

性の向上に係る効果的な施

策を検討していきたい。 

 

５ 全体の認定長期優良住宅

に対して型式認定の件数は

どのくらいか。 

・型式認定の件数は現在把

握していないため別途整

理の上、提示させていた

だく。 

型式認定件数 

平成 22～平成 31 年度 

長期優良住宅認定 2,406 件 

型式認定件数   1,203 件 

割合       50.0％ 

 

６ 長期優良住宅の認定を受

けた場合、所有者側のメリ

ットはあるのか。 

・基本的に固定資産税や登

録免許税、不動産取得税

などの税制上の優遇が大

きい制度となっている。 

・これまで以上にメリットの周

知を図るとともに、長期優良

住宅の普及促進に努める。 

 

７ 認定長期優良住宅の選択

にあたっては、それらの優

遇措置とイニシャルコスト

の天秤で考えると思うが、

その辺はどうか。 

・ほぼ等しいという可能性

もある。ただそれ以上に

質の良い住宅という点に

メリットがあるのではな

いかと考えている。 

・これまで以上にメリットの周

知を図るとともに、長期優良

住宅の普及促進に努める。 

８ 長期優良住宅は認定を受

ける際、費用や手間がかか

るというようなデメリット

が多いため、その辺の使い

勝手を良くしなければ普及

は難しい。 

 

 

― 

・法律に基づく必要な手続きが

必要であるため難しい。 

・一方、国土交通省も現在「長

期優良住宅制度の在り方に

関する検討会」を開き普及等

について検討を進めている 

・当面の取組としては、制度の

メリット等について分かり

やすい説明の実施を検討す

る。 
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番号 意見等 委員会時の回答 対応の方針 

９ 次期計画では、目標指標

の値の取り方のほか、指標

自体をどうするのかという

点も含めて検討が必要であ

る。 

 

― 

 

（成果指標の検討の際、対応） 

 

10 市として、風力発電を市

民にもメリットのある施設

に変えていくということが

必要なのではないか。風力

電力の将来的な利用の仕

方、取り入れ方を検討して

いってほしい。 

・今後、庁内で調整を行う

にあたり、住宅・住環境

の観点で、どのように結

びつけていくか協議を行

っていきたい。 

・秋田市環境基本計画（平成 29  

年 10 月）では、環境対策と

経済活動の好循環を両立す

る環境産業の振興を図る取

組として、住宅等での再生可

能エネルギー（太陽光発電、

風力発電、バイオマス発電な

ど）の導入促進を位置づけて

いるところである。 

・住宅用については、太陽光発

電システム設置費の補助金

はあるが、風力発電装置に対

する支援についても、引き続

き研究する。 

住環境の点からは総合都

市計画、産業振興の点から

は総合計画が関連する。セ

クションは違うものの、秋

田市は一本であるため、庁

内で申し送りや連絡をし、

検討していってほしい。 

11 バリアフリー化の促進に

ついて、居住者の体が不自

由になる前から、バリアフ

リー化の仕組みの情報提供

や声かけを行うなどの取組

が必要ではないか。 

・バリアフリー化自体は補

助を出して実施している

が、それ以前の普及等の

取組推進が必要と考えて

いる。 

・相談窓口の設置や積極的な情

報提供等、住宅相談体制の強

化を検討する。 

12 バリアフリー化率は何に

基づくデータか。 

・住宅・土地統計調査であ

る。 

・今後も住宅・土地統計調査を

根拠とする。 

13 空き家戸数は何に基づく

データか。 

・住宅・土地統計調査であ

り、ある区域を調査し、

そこから推計するという

方法である。一戸建て住

宅のほか、アパートやマ

ンション等の空き室も含

まれている。 

・住宅・土地統計調査の空き家

数により、様々な施策等を検

討するが、今後、本市独自の

調査を検討する。 

14 空き家戸数について、住

宅・土地統計調査と空き家

調査の結果に乖離はある

か。 

・住宅・土地統計調査の方

が少し大きくなってい

る。 

・住宅・土地統計調査の空き家

数により、様々な施策等を検

討するが、今後、本市独自の

調査を検討する。 
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番号 意見等 委員会時の回答 対応の方針 

15 現行計画の目標２「安全

安心に暮らせる住まい・ま

ちづくり」の評価はＤ評価

である一方、昨今の洪水被

害が多い状況や、洪水によ

る浸水想定区域が多くなっ

ているなかで、市としての

今後の対応の基本的なスタ

ンスはどうなっているか。 

・現行計画では災害関係の

指標は入っていないが、

次期計画では新たに検討

が必要であると認識して

いる。 

・土砂災害は主に特別警戒

区域（レッドゾーン）の

住宅の移転等に対して補

助を行っている。 

・津波・洪水は、浸水想定

区域（イエローゾーン）

が市街地の多くを占める

ことを踏まえ、取組の検

討が必要と考えている。

現在の方向性としては、

ハード面では現在も進め

ている雄物川の河川改修

のほか、ソフト面として

避難計画を立てて、避難

について市民の方々に周

知しながら進めていく方

向である。 

・浸水想定区域や津波浸水区域

から安全な場所へ移転を支

援する事業を検討する。 

・土砂災害特別警戒区域からの

移転費補助については、危険

住宅の解体費や移転先の新

築購入等の経費について、上

乗せを検討し実施する。 
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【前回委員会】議事７－３ 住生活の将来像および基本目標について 

番号 意見等 委員会時の回答 対応の方針 

１ 将来像や基本目標の「誰

もが」の対象は、子育て世

帯や高齢者を重点的に考

えているか。 

・子育て世帯や高齢者、障

害者を含む市民の誰も

がと考えている。 

・子育てや高齢者世帯等に重点

的に対応した施策の展開を

検討する。 

２ 高齢者の住まいづくり

を考える上では、バリアフ

リー化や建物の整備だけ

ではなく、まちづくりの観

点での対策を検討してほ

しい。 

 

― 

・上位関連計画等との整合を図

り、次期総合計画でも実現を

目指すとしているエイジフ

レンドリーシティの実現や

まちなかへの居住誘導等に

よる多核集約型コンパクト

シティ形成の実現を、高齢者

の住まいづくりを考える上

でのまちづくりに関する視

点として捉え、目標や基本方

針の見直しを図る。また、対

策はその方針を踏まえた内

容として検討する。 

物的な整理・手段だけで

なく前段としての考え方

をもう少し示すことがで

きたらいいということか

と思う。 

大きな考え方は総合計

画等の基本的な考え方に

倣い、住宅政策でどう受け

止め、実践していくかが大

きな流れであるが、エッセ

ンスは住生活基本計画で

も表現したほうが良い。 

３ コンパクトシティを目

標とするのは良いが、市街

地に住宅を建てたくても

費用の関係で建てられな

いなどの現状を視野に入

れて進める必要がある。 

・現状を踏まえて検討して

いく。また、所得関係の

資料整理を進める。 

・中古住宅を対象としている空

き家定住推進事業について、

居住誘導区域におけるイン

センティブの付与や対象住

宅の要件の拡充を実施した

ところであり、今後も利用拡

大に向けて推進を図ってい

く。 

・また、居住誘導区域へ移転す

る際の新築費用などに対す

る支援やその他の事業につ

いても、居住誘導区域におけ

るインセンティブの付与に

ついて検討する。 
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番号 意見等 委員会時の回答 対応の方針 

４ 目標２「ライフスタイル

に応じて誰もが安心して

快適に暮らせる住まい・ま

ちづくり」とあるが、既存

住宅の流通シェアの高い

欧米とは異なり、日本では

世帯構成の変化やライフ

スタイルに応じて、住宅の

箱の大きさを変えていく

のは難しい。そこまで想定

した対策は考えられるの

か。 

 

― 

・住宅リフォーム支援事業や多

世帯同居・近居推進事業等に

より、一定のニーズに対応で

きるよう、ライフスタイルに

応じた住宅改修等に対して

支援を検討する。 

・高齢期や子育て期などの、住

み替えに関する支援も検討

する。 

５ あるニュータウンの例

であるが、ディベロッパー

が維持管理に継続的に関

与し、空き家の買い取り・

修復、狭い家から移りたい

人に引っ越してもらうと

いうような取組を行って

いる。行政でも同様の取組

ができないのか。モデル的

にでもできれば、認識が広

がる。 

 

― 

・ご意見のような取組を含め、

様々な空き家の利活用施策

等の方向性を、空き家対策計

画の策定と合わせて、検討し

てまいりたい。 

 

６ リフォームを考える際

に、信頼できる業者や価格

等が分からない。また、高

齢者は消極的であるため、

整備に向けた道筋を立て

てあげてほしい。 

・市側で特定の業者の紹介

はできないが、安心リフ

ォーム協議会という団

体を紹介している。 

・今後も様々な相談ニーズ

があるため、各団体との

連携を推進していく。 

・安心リフォーム協議会の紹介

のほか、国土交通省による、

一定の要件を満たす住宅リ

フォーム事業者団体を登録・

公表を行う「住宅リフォーム

事業者団体登録制度」等の紹

介を検討したい。 

７ リフォーム実施後、業者

に対する満足度評価や口

コミ等を入力できるシス

テムの構築など、安心して

適正な住宅関連の情報が

一定程度提供されるよう

な発信・取得の仕方を考え

ていく必要がある。 

 

― 
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【前回委員会】議事７－４ 秋田市営住宅等長寿命化計画の策定について 

番号 意見等 委員会時の回答 対応の方針 

１ 市営住宅等長寿命化計

画は主に技術的な内容か。 

・市営住宅の各団地や住棟

について、今後 10 年の

改善や修繕等について

の方針を定める内容で

ある。 

・委員会時の回答のとおり策定

を進める。 

 

【前回委員会】その他８－１ 市民アンケートの実施について 

【前回委員会】その他８－２ 社会資本総合整備計画について 

番号 意見等 委員会時の回答 対応の方針 

１ 次期の市営住宅等長寿

命化計画に位置付ける事

業等において、社会資本整

備総合交付金の活用が可

能な場合は、社会資本総合

整備計画に位置付けると

のことだが、すでに社会資

本総合整備計画は策定さ

れているか。 

・策定されている。交付金

の活用が可能な事業が

あった場合は、社会資本

総合整備計画の変更を

行う。 

・委員会時の回答のとおり進め

る。 
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 （議事３－３）住生活の将来像および基本目標の設定について 

１ 将来像、基本目標および基本方針の変更案について 

 現在策定作業中の秋田市総合計画および秋田市総合都市計画等との調整により、以下の

とおり、将来像、基本目標および基本方針の変更を提案するものです。 

(1) 将来像の修正案 

【変更前】 

【将来像】 （案） 住み続けたいと誰もがおもう わがまち秋田の住まい・まちづくり 

【変更案】 

【将来像】 （案） 誰もが「住みたい」「住み続けたい」とおもう 秋田の住まい・まちづくり 

 

(2) 基本目標および基本方針の修正案 

変更前 変更案 

【目標２】 

誰もが快適に暮らせる住まい・まちづくり 

【基本方針】 

・ライフスタイルに応じて誰もが安心して

快適に暮らせる住まい・まちづくり 

 

 

・既存住宅を活用して多様なニーズに対応

した住まい・まちづくり 

【目標２】 

誰もが快適に暮らせる住まい・まちづくり 

【基本方針】 

・エイジフレンドリーシティを実現する住

まい・まちづくり 

・ライフスタイルに応じて快適に暮らせる

住まい・まちづくり 

・既存住宅を活用して多様なニーズに対応

した住まい・まちづくり 

【目標３】 

地域のなかで住み続けられる住まい・まち

づくり 

・持続可能な住まい・まちづくり 

 

 

・市民それぞれが選択した地域のなかで住

み続けられる住まい・まちづくり 

・都市のスポンジ化対策を推進する住ま

い・まちづくり 

【目標３】 

地域のなかで住み続けられる住まい・まち

づくり 

・多核集約型のコンパクトシティ形成の実

現に向けた持続可能な住まい・まちづく

り 

・市民それぞれが選択した地域のなかで住

み続けられる住まい・まちづくり 

・都市のスポンジ化対策を推進する住ま

い・まちづくり 

【目標４】 

環境にやさしい住まい・まちづくり 

 

【基本方針】 

・低炭素社会を実現する住まい・まちづく

り 

【目標４】 

「環境立市あきた」を実現する住まい・ま

ちづくり 

【基本方針】 

・脱炭素社会を実現する住まい・まちづく  

 り 
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２ 【変更後】基本理念と将来像 

住まいや居住環境は、人や家庭を育むとともに、暮らしや地域コミュニティ形成の場

となるなど、市民生活を支える基盤となっています。また、都市と自然が調和し、都市の

便利さのなかに豊かな自然が存在するとともに、居心地の良さや安らぎを感じることが

できるような安全で安心な暮らしの場を守っていく必要があります。 

一方、人口減少や高齢化の進行・加速により、都市全体の生活利便性の低下が懸念され

るとともに、近年激甚化・多頻度化する自然災害への対策が急務となっています。また、

高齢者単身世帯の増加や子育て世帯の減少、若者の転出傾向等の状況に対応するため、

多様なニーズに応じた住宅の質の向上のほか、地域資源を活用した魅力の向上等も課題

となっています。 

本市では、秋田市総合都市計画に掲げる多核集約型コンパクトシティの形成を推進し、

まちなかへの居住誘導を進めるとともに、災害に対応したハード・ソフト対策等により、

持続可能な都市の実現と居住環境の向上を図り、誰もが安心して住みたい、住み続けた

いとおもう住まい・まちづくりを目指します。 

 

【将来像】 

（案） 誰もが「住みたい」「住み続けたい」とおもう 秋田の住まい・まちづくり 
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３ 基本目標 

現在抱える課題を解決しながら基本理念および将来像の実現に向けて、以下の５つを

基本目標として、秋田市の住まい・まちづくりに取組みます。 

 

 

図３-１ 課題と目標の対応 

  

■課題の整理 ■将来像（案）
（案）
誰もが「住みたい」「住み続けたい」
とおもう 秋田の住まい・まちづくり

目標３ 地域のなかで住み続けられる
住まい・まちづくり

目標１ 安全・安心に暮らせる住まい・まちづくり

目標5 自然と都市が調和した秋田らしい
住まい・まちづくり

居住者からの視点（人や住まい方について）

住宅ストックからの視点（住宅や住環境について）

まちづくりからの視点（人や住宅を取り巻く環境について）

高齢者・障がい者等の住宅確保要配慮者のための安心居住の確保

住宅確保要配慮者に対応したセーフティネットの構築

子育て世帯の定住促進・高齢者の安心居住

高齢単身・夫婦世帯等を中心に高齢者が
安心して住み続けられる住環境の形成

子育てしやすい住まい・住環境の形成

住宅ストックにおける質の向上と利活用の促進

既存マンションの適切な維持管理に向けた支援

空き家等住宅ストックの活用促進

バリアフリー化、省エネルギー化等による住宅の
質の向上推進

市営住宅等の適切な維持管理と居住者ニーズへの対応

市営住宅への入居の円滑化と居住者ニーズへの対応

市営住宅等長寿命化計画に基づく適切な維持管理

多核集約型のコンパクトシティ形成の実現

住宅地の生活サービス機能の維持・確保

多核集約型のコンパクトシティ形成の推進

安全・安心かつ持続可能な都市の実現

市民と事業者との協働による脱炭素社会実現に向けた
取組の促進

防災・防犯に向けた安全な住環境の形成

まちの資源を活かした居住環境づくり

地域が主体となったまちづくりの推進・支援

「定住人口」「交流人口」の拡大を踏まえた多様な住まい
方の提案

目標２ 誰もが快適に住み続けられる
住まい・まちづくり

目標4 「環境立市あきた」を実現する
住まい・まちづくり

◆災害に強い住まい・まちづくり（住宅の耐震化等の
確実な実施、必要なハード・ソフト対策の促進 等）
◆犯罪を未然に防止できる住まい・まちづくり（除却等
も視野に入れた適切な空き家対策の促進、防犯性
の向上に向けた取組推進 等）

◆脱炭素社会を実現する住まい・まちづくり（新エネル
ギー設備の導入や地域資材等を活用した住宅の整
備促進 等）

◆多様な住まい方を実現する住まい・まちづくり（多様
な主体との協働による景観まちづくり等の推進、好き
なタイミング・場所で住まいを自由に選択できるサービ
ス等の活用 等）

目標２

目標２、目標４

目標２

目標２

目標２

目標３

目標３

目標１

目標４

目標５

目標５

目標２、目標３

目標１、目標２、目標３

目標１、目標２、目標３

◆エイジフレンドリーシティを実現する住まい・まちづくり
（高齢者、障がい者、子育て世帯等が安心して
暮らせる居住の確保、バリアフリー化やリフォーム等によ
る住宅の質の向上等）

◆ライフスタイルに応じて快適に暮らせる住まい・まちづくり
（多様な世代の共生促進、住宅相談体制の拡充等）
◆既存住宅を活用して多様なニーズに対応した住まい・
まちづくり（既存マンションの適切な維持管理、住宅確
保要配慮者に対するセーフティネットの構築、市営住宅
の適切な維持管理 等）

◆多核集約型コンパクトシティ形成の実現に向けた持
続可能な住まい・まちづくり（良好な住環境の形成
や都市機能の誘導等による魅力的なまちなかの形成、
定住促進・居住誘導 等）

◆市民それぞれが選択した地域のなかで住み続けられ
る住まい・まちづくり（生活サービス機能の維持・確保、
多世帯同居・近居の促進 等）

◆都市のスポンジ化対策を推進する住まい・まちづくり
（利活用可能な空き家を中心とした低未利用地の
有効活用の促進 等）
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【目標１】安全・安心に暮らせる住まい・まちづくり 

近年、全国的に激甚化・多頻度化している水害や土砂災害等の自然災害に対応し、

市民の誰もが安心して暮らし続けられるよう、住宅の耐震化等の確実な実施のほか、

災害の発生が懸念される地域に対する必要なハード・ソフト対策の促進により、災

害に強い住まい・まちづくりを目指します。 

活用等が考えられない空き家については、除却等も視野に入れた適切な空き家対策

を促進するなど、倒壊や犯罪の危険に備えるとともに、住宅地や住宅の防犯性の向

上に向けた取組の推進により、犯罪を未然に防止できる住まい・まちづくりを目指

します。 

 

【目標２】誰もが快適に住み続けられる住まい・まちづくり 

バリアフリー化やリフォーム等による住宅の質の向上により、高齢者、障がい者お

よび子育て世代等の誰もがそれぞれのニーズに応じて、安心して暮らすことができ

るエイジフレンドリーシティを実現する住まい・まちづくりを目指します。 

子育て世代や高齢者世代等の共生により、多様な世代が安心して暮らせる環境の形

成のため、他世代の同居や近居のための支援などにより、ライフスタイルに応じて

快適に暮らせる住まい・まちづくりを目指します。 

既存マンションの適切な維持管理を図るとともに、住宅確保要配慮者に対するセー

フティネットの確実な確保に向けて、市営住宅の適切な維持管理や民間賃貸住宅の

活用等の推進など、既存住宅を活用して多様なニーズに対応した住まい・まちづく

りを目指します。 

 

【目標３】地域のなかで住み続けられる住まい・まちづくり 

各地域の中心となる拠点地域の良好な住環境の形成や都市機能の誘導等による魅

力的なまちなかの形成を図り、定住促進や住み替えニーズ等に合わせた居住の誘導

などにより、多核集約型コンパクトシティ形成の実現に向けた持続可能な住まい・

まちづくりを目指します。 

今後のさらなる人口減少や高齢化に伴い、郊外部等を中心に地域コミュニティの維

持が困難となる地域の発生が懸念されることから、生活サービス機能の維持・確保

や、拠点地域までの確実な移動手段を確保するほか、多世帯同居・近居や二地域居

住等の促進により、市民それぞれが選択した地域のなかで住み続けられる住まい・

まちづくりを目指します。 

本市には利活用が可能な良好な状態の空き家が多く存在することから、空き家を中

心とした低未利用地の有効活用のさらなる促進により、都市のスポンジ化対策を推

進する住まい・まちづくりを目指します。 

 

 

 

 



19 

 

【目標４】「環境立市あきた」を実現する住まい・まちづくり 

環境に配慮した社会の実現に向けて、新エネルギー設備の導入や地域資材を活用し

た住宅のほか、長く住み続けられる住宅の整備促進等により、脱炭素社会を実現す

る住まい・まちづくりを目指します。 

 

【目標５】自然と都市が調和した秋田らしい住まい・まちづくり 

豊かな自然・歴史・文化等の地域資源を活かして、多様な主体との協働による景観

まちづくり等の推進を行うとともに、交流人口等の拡大に向けて、好きなタイミン

グ・場所で住まいを自由に選択できるサービス等を活用した多様な住まい方を実現

する住まい・まちづくりを目指します。 
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 （議事３－４）基本目標の実現に向けた施策の展開について 

１ 施策展開の考え方 

本市では、基本目標の実現に向けて、対策が急務となっている人口減少・高齢化や激甚

化・多頻度化する自然災害、多様なニーズへの対応など、本市の住環境をとりまく様々な

情勢の変化に対応すべく、以下の取組を中心とした施策の推進を行うものとします。 

(1) 災害に強い住まいづくりの推進 

近年、全国的に地震や風水害等の自然災害が頻発化・激甚化しており、災害発生時にお

いても機能する強いまちづくりや住環境の形成が必要となっています。そのため、これ

までに引き続き耐震化等の促進による災害に強い住宅の整備を進めるとともに、災害が

想定される区域に立地する住宅の移転事業や住民の災害に対する意識向上に係る取組の

強化を推進します。 

(2) 空き家対策の強化と活用の促進 

人口減少や高齢化等の影響に伴い、空き家は増加傾向にあり、特に賃貸用、売却用にも

該当しない「その他の住宅」が空き家の半数を占める状況となっています。そのため、空

き家対策検討体制や相談・情報提供体制の強化、実態調査やデータベースの作成等によ

り、さらなる空き家活用の促進を図るとともに、適正な空き家管理や危険空き家等への

対応についても強化を図ります。 

(3) 多核集約型コンパクトシティ形成の実現に向けた住環境の整備 

今後も想定される人口減少や高齢化の進行・加速に対応した持続可能な社会の形成を

目指し、多核集約型コンパクトシティ形成の実現を図る必要があります。そのため、秋田

市立地適正化計画に基づくまちなかの魅力向上や居住誘導等により、拠点地域における

人口の維持・誘導を図ります。 
 

(4) 高齢者や子育て世帯を中心として誰もが安心して住み続けられる住環境の整備 

高齢者や子育て世帯を中心とした人々が快適に暮らせる住環境の整備を進めてきまし

たが、近年は高齢者単身世帯の増加や子育て世帯の減少、若者の転出傾向等の状況が顕

著となっています。そのため、本市の目指しているエイジフレンドリーシティの実現に

向けて、既存施策の拡充や見直しの検討、変化する多様なライフスタイルやニーズに対

応した新たな施策等の実施・検討により、誰もが安心して住み続けられる住環境の形成

を目指します。 

(5) 既存住宅の適切な維持管理と活用の促進 

今後のさらなる高齢化等を踏まえ、これまで以上に住宅確保要配慮者に対応したセー

フティネットの構築や公的賃貸住宅の適正入居に向けた取組等を推進する必要がありま

す。また、既存マンションの老朽化が進んでいることから、実態調査や適正な維持管理に

向けた取組等を推進します。 

(6) 多様な主体との協働・連携の推進 

地域ごとに異なる歴史・文化・コミュニティ等の特性を活かした住まいづくりを始め

とする様々な住宅政策の推進にあたっては、地域住民や住宅関連事業者等の多様な主体

との連携強化を図ります。また、多様な住まい方や関わり方を実現する住まい・まちづく

りにより、交流人口等の拡大を目指します。 



目標に対する基本方針および施策一覧 　

※青字：重点的に取り組む基本施策

目標 基本方針 基本施策 具体施策

木造住宅の耐震性向上の支援

災害対策の強化

火災発生時の安全性向上の促進

①-2 地域の防災力向上に向けた活動等の促進 地域における防災活動等の支援

適切な空き家対策の推進

住宅の防犯性能向上に向けた支援

地域における防犯活動等の支援

高齢者や障がい者が暮らしやすい住宅整備の促進

サービス付き高齢者向け住宅の供給促進

民間賃貸住宅における高齢者・障がい者等の安心入居の誘導

若者や子育て世帯が暮らしやすい住宅整備の促進

若者や子育て世帯の移住・定住促進に向けた支援

民間賃貸住宅における子育て世帯の入居の円滑化

多様な世代の共生促進

総合的な住宅相談体制の拡充および住宅に関する情報の提供

③-1 既存マンションの適切な維持管理 既存マンションの実態調査と適切な維持管理の促進

多様な世代のための公的な住宅・住環境の供給

市営住宅における適正入居の推進

既設市営住宅等の適切な維持管理による有効活用

③-3 住宅確保要配慮者に対するセーフティネットの構築 住宅確保要配慮者に対する住宅セーフティネットの確実な確保

③-4 民間賃貸住宅の活用推進 中古住宅市場の活性化に向けた取組の実施

①-1 都市機能の誘導等による魅力的なまちなかの形成 市街地の魅力向上に向けたイベント・都市機能等の誘導促進

居住誘導区域への居住誘導

民間賃貸住宅等の誘導

既存住宅活用による居住の誘導

地域コミュニティの確保

地域の実情等に応じた移動手段の検討

適切な空き家情報の提供

空き家等の利活用促進

住まいの省エネ・環境共生住宅の普及促進

緑化等の促進

住宅の長寿命化の促進

良質な住宅ストックの形成

地域資源を活かしたまちづくりの支援

周辺に配慮したまちなみ形成の誘導

多様な住まい方・関わり方の実現に向けた支援

多様な働き方に対応した住環境の整備

②ライフスタイルに応じて快適に暮らせる住まい・まちづくり

【目標５】
自然と都市が調和した
秋田らしい
住まい・まちづくり

①多様な住まい方を実現する住まい・まちづくり

①-1 多様な主体との協働による地域資源を活かした住まいづくり

①-2 本市における多様な住まい方・関わり方を実現する環境の整備

②市民それぞれが選択した地域のなかで住み続けられる住まい・まちづくり ②-1 住まいの場所によらず安心して暮らせる住環境の整備

③都市のスポンジ化対策を推進する住まい・まちづくり ③-1 低未利用地・空き家の有効活用

【目標４】
「環境立市あきた」
を実現する
住まい・まちづくり

①脱炭素社会を実現する住まい・まちづくり

①-1 環境に配慮した住環境の整備

①-2　長く住み続けられる住宅の整備

【
将
来
像

】
　
　

（
案

）
誰
も
が
「
住
み
た
い

」
「
住
み
続
け
た
い

」
と
お
も
う
　
秋
田
の
住
ま
い
・
ま
ち
づ
く
り

【目標１】
安全・安心に暮らせる
住まい・まちづくり

①災害に強い住まい・まちづくり
①-1 災害に強い住まいまちづくりの促進

②犯罪を未然に防止できる住まい・まちづくり ②-1　空き家対策や住宅の防犯性の向上に向けた取組の推進

【目標２】
誰もが快適に
住み続けられる
住まい・まちづくり

①-1 高齢者や障がい者が安心して暮らせる居住の確保

①-2 若者や子育て世帯が快適に暮らせる住環境の整備

②-1 多様なライフスタイルに応じた住まいづくり

③既存住宅を活用して多様なニーズに対応した住まい・まちづくり
③-2 公的住宅の適切な供給と維持管理

【目標３】
地域のなかで
住み続けられる
住まい・まちづくり

①多核集約型コンパクトシティ形成の実現に向けた持続可能な住まい・まちづく
り ①-2  まちなかへの居住誘導と良好な住環境の形成

①エイジフレンドリーシティを実現する住まい・まちづくり
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施策に対する取組一覧

将来像　（案）誰もが「住みたい」「住み続けたい」とおもう　秋田の住まい・まちづくり

目標１　安全・安心に暮らせる住まい・まちづくり

前半 後半 前半 後半

1 継続 ・秋田市木造住宅耐震診断支援事業の推進 ―
秋田市木造住宅耐震診断支援事
業

昭和56年5月31日以前に建築された木造戸建住宅
の耐震診断について耐震診断士を派遣する。また、
耐震化率の動向等も考慮しながら、耐震性の向上
に係る効果的な施策を検討する。

○

2 継続 ・秋田市木造住宅耐震改修等補助事業の推進 ―
秋田市木造住宅耐震改修等補助
事業

昭和56年5月31日以前に建築された木造戸建住宅
の耐震診断について耐震診断士を派遣する。また、
耐震化率の動向等も考慮しながら、耐震性の向上
に係る効果的な施策を検討する。

○

3
新規

（実施中）
・住宅・建築物の耐震改修等に関する普及・啓発活動 ―

秋田市住宅・建築物耐震改修促
進協議会における産・学・官の連
携による普及・啓発活動の実施

秋田市住宅・建築物耐震改修促進協議会における
産・学・官の連携のもと、住宅・建築物の耐震改修
等に関する普及・啓発活動を行う。

○

4 継続 ・がけ地近接等危険住宅移転事業の推進 ― がけ地近接等危険住宅移転事業
土砂災害のおそれのある区域からの住宅の移転費
を支援するとともに、補助対象経費および補助金額
等の拡充を検討する。

○

5
新規

（実施中）
・住宅金融支援機構の【フラット３５】との連携 ―

【フラット３５】子育て支援型・地域
活性化型

住宅金融支援機構との連携し、がけ地近接等危険
住宅移転事業の補助対象者が、住宅金融支援機
構の住宅ローン【フラット３５】を利用した場合、当初
５年間の金利を引き下げる。

○

6 新規 ・洪水浸水想定区域等住宅移転事業の検討 ― ―
洪水浸水想定区域から移転するための住宅取得費
等への補助を検討し、移転を推進する。

○ ○

7 継続 ・災害ハザードマップ等による危険箇所の周知 ― 災害ハザートマップ作成経費 ハザードマップの作成・配布・公表等。 ○

8
新規

（実施中）
・小学校の通学路に面する危険なブロック塀等の解
消を促進

危険ブロック塀等除却支援事業
小学校の通学路に面する危険ブロック塀等の除却
工事に対し、費用の一部を補助する。

○

9 継続 ・住宅用火災警報器設置・維持管理の推進 ― 住宅用火災警報器設置事業
戸別訪問による設置および維持管理指導を行う。ま
た、各種行事等においてチラシ等の配布やのぼり
旗の設置などにより広く周知を図る。

○

10 継続 ・住宅性能表示制度の周知・普及の促進 ―
住宅整備課ホームページ等による
紹介

ホームページ等により、事業者や消費者等を対象
にメリットや評価基準等について周知普及を図る。

○

11 継続 ・自主防災組織等の活動支援 ― 自主防災組織育成事業
自主防災組織育成事業の一環として、自主防災組
織のリーダー研修を行い、市と地域が一体となった
救護や救援を行える組織の育成と強化を図る。

○

12
新規

（実施中）
・防災イベントの開催 ― 防災講話や防災訓練などの開催

ハザードマップによる災害時の危険性、住宅内の地
震対策等についてのセミナーやイベントの開催や避
難訓練や消火訓練などの防災訓練を開催する。

○

実施開始時期

①災害に強い
住まい・まち
づくり

①-1 災害に強
い住まいまちづ
くりの促進

災害対策の強化

現行計画
からの変

更
取組

実施している
事業・取組等の名称

基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策 番号

検討開始時期

事業・取組等の内容
重複
状況

木造住宅の耐震
性向上の支援

火災発生時の安
全性向上の促進

①-２ 地域の防
災力向上に向け
た活動等の促
進

地域における防
災活動等の支援
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前半 後半 前半 後半

実施開始時期現行計画
からの変

更
取組

実施している
事業・取組等の名称

基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策 番号

検討開始時期

事業・取組等の内容
重複
状況

13 継続
・空家等対策の推進に関する特別措置法や秋田市空
き家等の適正管理に関する条例等の関係法令に基
づく指導等

―

空家等対策の推進に関する特別
措置法や秋田市空き家等の適正
管理に関する条例等の関係法令
に基づく指導等

所有者による空き家等の適切な管理を促進し、市
民の安全で安心な暮らしの実現を図るため、適切な
管理が行われておらず、危険度が高い空き家等の
所有者に対し、助言、指導等を行う。

○

14
新規

（実施中）
・空き家実態調査の検討および実施 － 新たな空き家調査手法の検討

水道の閉栓情報の活用や民間団体等との連携を含
め、効果的な空き家の把握方法を検討し、実施す
る。

○

15
新規

（実施中）
・空き家データベースの作成および更新 －

空き家管理システム運営経費およ
び更新経費

調査により、把握した空き家の効果的なデータベー
スを構築し、危険な空き家や利活用可能な空き家
等の仕分けを実施し、各種対策に活用する。

○

16 新規
・空き家対策基本方針の見直し又は空き家等対策計
画の策定

－ －
空き家対策基本方針の見直し又は空き家等対策計
画を策定し、秋田市における空き家対策の方向性
を示すとともに、各種の対策を展開する。

○ ○

17
新規

（実施中）
・秋田市空き家対策検討チームによる空き家対策の
検討

－
秋田市空き家対策検討チームの
設置

重点的に空家対策に取り組むため、既存の秋田市
空き家対策検討チームを再編するとともに、チーム
よる対策の検討と施策の展開を図る。

○

18
新規

（実施中）
・条例に基づく緊急安全措置の実施 －

条例に基づく緊急安全措置の実
施

条例に基づき、飛散防止ネットの設置やロープによ
る固定等の必要最小限の措置（緊急安全措置）を
行う。

○

19 新規
・特定空き家認定および空家特措法に基づく措置の
検討

― －
特定空家等の認定や空家特措法に基づく、勧告、
命令、行政代執行等の措置について検討する。

○ ○

20
新規

（実施中）
・空き家所有者等無料相談会の実施 ―

空き家所有者等無料相談会の実
施

関係団体と連携した空き家相談会を実施する。 ○

21 継続 ・秋田市老朽危険空き家等解体撤去補助金の交付 ―
秋田市老朽危険空き家等解体撤
去補助金

危険な空き家の所有者等へ空き家等の解体費や撤
去費を補助する。

○

住宅の防犯性能
向上に向けた支
援 23

新規
（実施中）

・住宅リフォーム支援事業による住宅の防犯設備設
置への支援

― 住宅リフォーム支援事業
50万円以上の増改築やリフォーム工事を行う者に５
万円を補助する。なお、事業の内容については、よ
り効果的な事業となるよう検討する。

〇 ○

地域における防
犯活動等の支援

24 継続 ・防犯灯設置等の整備の推進 ― まちあかり・ふれあい推進事業
町内会・自治会等からの申請に基づき、防犯灯を新
設。

○

②犯罪を未然
に防止できる
住まい・まち
づくり

②-1　空き家対
策や住宅の防
犯性の向上に
向けた取組の
推進

適切な空き家対
策の推進
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目標２　誰もが快適に住み続けられる住まい・まちづくり

前半 後半 前半 後半

25 継続 ・住宅リフォーム支援事業の推進 再掲
住宅リフォーム支援事
業

50万円以上の増改築やリフォーム工事を行う者に５
万円を補助する。なお、事業の内容については、よ
り効果的な事業となるよう検討する。

〇 ○

26 継続
・障がい者への日常生活用具給付等事業の利用促
進

―
日常生活用具給付等事
業

日常生活を営むのに著しく支障のある重度身体障
がい者が、居住する住宅の段差解消など住環境の
改善を行う場合、居宅生活動作補助用具の購入費
および改修工事費を給付する。

○

27 継続
・高齢者への福祉用具貸与・購入、住宅改修の利用
促進

―
福祉用具貸与・購入、
住宅改修費支給

要支援または要介護認定を持つ方へ、必要と認め
られる場合に福祉用具貸与・購入費および住宅改
修費の一部を給付する。

○

28 継続 ・住宅性能表示制度の周知・普及の促進 再掲
住宅整備課ホームペー
ジ等による紹介

ホームページ等により、事業者や消費者等を対象
にメリットや評価基準等について周知普及を図る。

○

29 新規 ・リバースモーゲージ等の普及促進 ― ―

リースバックやリバースモーゲージについてホーム
ページ等で内容を紹介。金融機関との連携により、
居住誘導区域でリバースモーゲージ型住宅ローン
を利用した住宅取得等を行う場合の融資事務手数
料を無料とするなどを検討する。

○ ○

30 継続
・サービス付き高齢者向け住宅の登録制度の活用促
進

―
サービス付き高齢者向
け住宅登録事務

サービス付き高齢者向け住宅登録事務および登録
住宅のホームページによる公開。

○

31 継続 ・高齢者生活支援情報提供事業の促進 ―
高齢者生活支援情報提
供事業

サービス付き高齢者向け住宅情報を含む公的サー
ビス以外の暮らしに役立つインフォーマルサービス
（介護保険外サービス）等の情報を集約のうえ冊子
として発行し、高齢者等に提供する。

○

32 新規 ・サービス付き高齢者向け住宅のまちなか誘導 ― ―
サービス付き高齢者向け住宅の居住誘導区域内に
建設する場合の支援を検討する。

○ ○

33 継続 ・居住支援協議会活動支援事業への取り組みの検討 ―
秋田県居住支援協議会
への参画

秋田県居住支援協議会に参画し、低所得者や高齢
者等の住宅確保要配慮者のための新たな住宅セー
フティネット制度等の協議を行う。

○

34
新規

（実施中）
・住宅確保要配慮者向け賃貸住宅登録制度の推進 ―

住宅確保要配慮者向け
賃貸住宅登録制度

低所得者や高齢者等の住宅確保要配慮者の入居
を拒まない賃貸住宅の登録を推進する。

○

実施開始時期

取組基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策 番号
現行計画

からの変更
重複
状況

実施している
事業・取組等の名称

事業・取組等の内容

①エイジフレ
ンドリーシティ
を実現する住
まい・まちづく
り

①-1 高齢者や
障がい者が安
心して暮らせる
居住の確保

高齢者や障がい
者が暮らしやす
い住宅整備の促
進

検討開始時期

サービス付き高
齢者向け住宅の
供給促進

民間賃貸住宅に
おける高齢者・
障がい者等の安
心入居の誘導
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前半 後半 前半 後半

実施開始時期

取組基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策 番号
現行計画

からの変更
重複
状況

実施している
事業・取組等の名称

事業・取組等の内容

検討開始時期

35 継続 ・住宅リフォーム支援事業の推進 再掲
住宅リフォーム支援事
業

50万円以上の増改築やリフォーム工事を行う者に５
万円を補助する。なお、事業の内容については、よ
り効果的な事業となるよう検討する。

○ ○

36 継続 ・空き家バンク制度活用の推進 ―
秋田市空き家バンク制
度

市内協力宅建業者と連携し、売却等を希望する空
き家の登録を行い、ホームページ等で利用希望者
へ情報提供を行う。

○

37 継続 ・多世帯同居・近居推進事業の推進 ―
秋田市多世帯同居・近
居推進事業

多世帯が同居又は近居するために必要な改修・購
入又は賃貸借契約に係る費用を補助する。

○

38 継続 ・空き家定住推進事業の推進 ―
秋田市空き家定住推進
事業

空き家バンクに登録した空き家等を市外から移住す
る方へ賃貸するために改修を行う所有者や、登録さ
れた空き家を、購入又は賃借し、市外から移住する
ために改修を行う方に対し、改修費用の一部を補助
する。（居住誘導区域の場合は市民も対象）

○

39
新規

（実施中）
・住宅金融支援機構の【フラット３５】との連携 再掲

【フラット３５】子育て支
援型・地域活性化型

住宅金融支援機構と連携し、多世帯同居・近居推
進事業等の補助対象者が、住宅金融支援機構の
住宅ローン【フラット３５】を利用した場合、当初５年
間の金利を引き下げる。

○

40
新規

（実施中）
・住宅確保要配慮者向け賃貸住宅登録制度の推進 再掲

住宅確保要配慮者向け
賃貸住宅登録制度

低所得者や高齢者等の住宅確保要配慮者の入居
を拒まない賃貸住宅の登録を推進する。

○

41
新規

（実施中）
・若者移住促進事業の推進 ― 若者移住促進事業

本市へ移住する若者の生活必需品等の購入費用
を補助する。

○

42
新規

（実施中）
・東京圏移住支援事業の推進 ― 東京圏移住支援事業 東京圏から本市へ移住する方に補助する。 ○

43
新規

（実施中）
・子育て世帯移住促進事業の推進 ―

子育て世帯移住促進事
業

本市へ移住する子育て世帯の住宅新築、購入、賃
借、転居費を補助する。

○

44
新規

（実施中）
・結婚新生活支援事業の推進 ―

結婚新生活支援事業補
助金

要件を満たす新婚世帯に対し、住宅購入費や賃貸
物件の家賃、引っ越し費用などを補助する。

○

45 継続 ・多世帯同居・近居推進事業の推進 再掲
秋田市多世帯同居・近
居推進事業

多世帯が同居又は近居するために必要な改修・購
入又は賃貸借契約に係る費用を補助する。

○

46 継続 ・空き家定住推進事業の推進 再掲
秋田市空き家定住推進
事業

空き家バンクに登録した空き家等を市外から移住す
る方へ賃貸するために改修を行う所有者や、登録さ
れた空き家を、購入又は賃借し、市外から移住する
ために改修を行う方に対し、改修費用の一部を補助
する。（居住誘導区域の場合は市民も対象）

○

47
新規

（実施中）
・住宅金融支援機構の【フラット３５】との連携 再掲

【フラット３５】子育て支
援型・地域活性化型

住宅金融支援機構との連携し、多世帯同居・近居
推進事業等の補助対象者が、住宅金融支援機構
の住宅ローン【フラット３５】を利用した場合、当初５
年間の金利を引き下げる。

○

若者や子育て世
帯が暮らしやす
い住宅整備の促
進

若者や子育て世
帯の移住・定住
促進に向けた支
援

①-2 若者や子
育て世帯が快
適に暮らせる住
環境の整備

①エイジフレ
ンドリーシティ
を実現する住
まい・まちづく
り
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前半 後半 前半 後半

実施開始時期

取組基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策 番号
現行計画

からの変更
重複
状況

実施している
事業・取組等の名称

事業・取組等の内容

検討開始時期

48 継続 ・居住支援協議会活動支援事業への取り組みの検討 再掲
秋田県居住支援協議会
への参画

秋田県居住支援協議会に参画し、低所得者や高齢
者等の住宅確保要配慮者のための新たな住宅セー
フティネット制度等の協議を行う。

○

49
新規

（実施中）
・住宅確保要配慮者向け賃貸住宅登録制度の推進 再掲

住宅確保要配慮者向け
賃貸住宅登録制度

低所得者や高齢者等の住宅確保要配慮者の入居
を拒まない賃貸住宅の登録を推進する。

○

50 継続 ・空き家バンク制度活用の推進 再掲
秋田市空き家バンク制
度

市内協力宅建業者と連携し、売却等を希望する空
き家の登録を行い、ホームページ等で利用希望者
へ情報提供を行う。

○

51
新規

（実施中）
・住宅情報ネットワークサイト活用の推進 -

秋田市住宅情報ネット
ワークサイト活用の推
進

市で開設した不動産関係団体と連携した市内の不
動産物件紹介サイトを活用し、移住希望者等へ住
まいの情報提供を行う。

○

52 継続 ・多世帯同居・近居推進事業の推進 再掲
秋田市多世帯同居・近
居推進事業

多世帯が同居又は近居するために必要な改修・購
入又は賃貸借契約に係る費用を補助する。

○

53 継続 ・空き家定住推進事業の推進 再掲
秋田市空き家定住推進
事業

空き家バンクに登録した空き家等を市外から移住す
る方へ賃貸するために改修を行う所有者や、登録さ
れた空き家を、購入又は賃借し、市外から移住する
ために改修を行う方に対し、改修費用の一部を補助
する。（居住誘導区域の場合は市民も対象）

○

54 継続 ・多世帯同居・近居推進事業の推進 再掲
秋田市多世帯同居・近
居推進事業

多世帯が同居又は近居するために必要な改修・購
入又は賃貸借契約に係る費用を補助する。

○

55 新規
・市営住宅の建替や改修時における多様な世代の共
生を促進するための施設導入の検討

―
既設市営住宅建替事業
既設市営住宅改修事業

市営住宅の建て替えや改修時において、子育て世
代や高齢者世代等の多様な世代が共生できるよう
な環境（交流スペース等）の導入を検討する。

○ ○

56 新規 ・住宅相談体制の強化 ― ―

高齢者や障がい者等を中心に、バリアフリー化やユ
ニバーサルデザイン等による早期自宅改修促進に
向けた、住宅リフォーム支援事業等の情報提供を
行う。

○ ○

57 継続 ・各種住宅相談窓口に関する団体等との連携 ― ―

住まいの選択や改修等に係る様々な住宅関連事業
の利用拡大を図るための積極的な周知や総合的な
相談に対応するため、各種住宅関連団体と連携し
た相談体制を検討する。

○

58 継続 ・わかりやすい住宅関連情報提供の検討 ―
住宅整備課ホームペー
ジ等による紹介

ホームページ等でわかりやすい住宅関連情報の提
供を行う。

○

59 継続 ・まちづくりに関する団体等への情報提供 ―
ＮＰＯ法人等のまちづくりに関する団体等への情報
提供を行う。

○

②ライフスタイ
ルに応じて快
適に暮らせる
住まい・まち
づくり

民間賃貸住宅に
おける子育て世
帯の入居の円滑
化

②-1 多様なライ
フスタイルに応
じた住まいづくり

多様な世代の共
生促進

総合的な住宅相
談体制の拡充お
よび住宅に関す
る情報の提供

①-2 若者や子
育て世帯が快
適に暮らせる住
環境の整備

①エイジフレ
ンドリーシティ
を実現する住
まい・まちづく
り
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前半 後半 前半 後半

実施開始時期

取組基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策 番号
現行計画

からの変更
重複
状況

実施している
事業・取組等の名称

事業・取組等の内容

検討開始時期

60 新規 ・マンション実態調査の実施 ―
既存マンションの調査を行い、マンションの実態を
調査する。

○

61
新規

（実施中）
・マンション管理組合登録制度の推進 ―

マンション管理組合登
録制度

マンション管理組合への情報提供を強化するため、
既存の登録制度を見直すとともに推進を図る。

○

62 新規
・マンション管理適正化推進計画の策定および管理
適正化のための助言指導や管理計画認定制度の実
施の検討

―
マンションの適正管理を図るため、マンション管理適
正化推進計画の策定および管理組合に対する助
言・指導や管理計画認定制度の実施を検討する。

○ ○

63 継続
・市営住宅の建替や改修時における高齢者や子育て
世帯向け住戸確保等の検討

―
既設市営住宅建替事業
既設市営住宅改修事業

市営住宅の建替や改修を行う際は、子育て世帯向
け・高齢者向け住戸の確保等について検討する。

○

64 新規
・市営住宅の建替や改修時における多様な世代の共
生を促進するための施設導入の検討

再掲
既設市営住宅建替事業
既設市営住宅改修事業

市営住宅の建て替えや改修時において、子育て世
代や高齢者世代等の多様な世代が共生できるよう
な環境（交流スペース等）の導入を検討する。

○ ○

65 継続
・収入超過者や高額所得者への民間賃貸住宅の斡
旋（不動産事業者との連携）

― 各種制度の紹介
空き家バンク制度や住宅情報ネットワークサイトに
より物件を紹介する。

○

66 継続 ・空き家バンク制度活用の推進 再掲
秋田市空き家バンク制
度

市内協力宅建業者と連携し、売却等を希望する空
き家の登録を行い、ホームページ等で利用希望者
へ情報提供を行う。

○

67
新規

（実施中）
・住宅情報ネットワークサイト活用の推進 再掲

秋田市住宅情報ネット
ワークサイト活用の推
進

市で開設した不動産関係団体と連携した市内の不
動産物件紹介サイトを活用し、移住希望者等へ住
まいの情報提供を行う。

○

68 継続 ・市営住宅の既存ストックの改修や建替事業の推進 ―
既設市営住宅建替事業
既設市営住宅改修事業

市営住宅の既存ストックの改修や建替事業を推進
する。

○

69 継続
・市営住宅等長寿命化計画に基づく市営住宅の長寿
命化の推進

― 既設市営住宅改修事業
市営住宅等長寿命化計画に基づき長寿命化を推
進。

○

③-2 公的住宅
の適切な供給と
維持管理

多様な世代のた
めの公的な住
宅・住環境の供
給

既存マンション
の実態調査と適
切な維持管理の
促進

③-1 既存マン
ションの適切な
維持管理

③既存住宅を
活用して多様
なニーズに対
応した住ま
い・まちづくり

市営住宅におけ
る適正入居の推
進

既設市営住宅等
の適切な維持管
理による有効活
用
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前半 後半 前半 後半

実施開始時期

取組基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策 番号
現行計画

からの変更
重複
状況

実施している
事業・取組等の名称

事業・取組等の内容

検討開始時期

70 継続 ・居住支援協議会活動支援事業への取り組みの検討 再掲
秋田県居住支援協議会
への参画

秋田県居住支援協議会に参画し、低所得者や高齢
者等の住宅確保要配慮者のための新たな住宅セー
フティネット制度等の協議を行う。

○

71
新規

（実施中）
・住宅確保要配慮者向け賃貸住宅登録制度の推進 再掲

住宅確保要配慮者向け
賃貸住宅登録制度

低所得者や高齢者等の住宅確保要配慮者の入居
を拒まない賃貸住宅の登録を推進する。

○

72 継続 ・空き家バンク制度活用の推進 再掲
秋田市空き家バンク制
度

市内協力宅建業者と連携し、売却等を希望する空
き家の登録を行い、ホームページ等で利用希望者
へ情報提供を行う。

○

73
新規

（実施中）
・住宅情報ネットワークサイト活用の推進 再掲

秋田市住宅情報ネット
ワークサイト活用の推
進

市で開設した不動産関係団体と連携した市内の不
動産物件紹介サイトを活用し、移住希望者等へ住
まいの情報提供を行う。

○

74 継続 ・住宅瑕疵担保に関する制度の普及促進 ―
住宅整備課ホームペー
ジ等による紹介

ホームページ等により、消費者等を対象に、住宅瑕
疵担保に関する制度について周知普及を図る。

○

75 継続 ・住宅性能表示制度の周知・普及の促進 再掲
住宅整備課ホームペー
ジ等による紹介

ホームページ等により、事業者や消費者等を対象
にメリットや評価基準等について周知普及を図る。

○

76 継続 ・空き家バンク制度活用の推進 再掲
秋田市空き家バンク制
度

市内協力宅建業者と連携し、売却等を希望する空
き家の登録を行い、ホームページ等で利用希望者
へ情報提供を行う。

○

77
新規

（実施中）
・住宅情報ネットワークサイト活用の推進 再掲

秋田市住宅情報ネット
ワークサイト活用の推
進

市で開設した不動産関係団体と連携した市内の不
動産物件紹介サイトを活用し、移住希望者等へ住
まいの情報提供を行う。

○

78 継続 ・空き家定住推進事業の推進 再掲
秋田市空き家定住推進
事業

空き家バンクに登録した空き家等を市外から移住す
る方へ賃貸するために改修を行う所有者や、登録さ
れた空き家を、購入又は賃借し、市外から移住する
ために改修を行う方に対し、改修費用の一部を補助
する。（居住誘導区域の場合は市民も対象）

○

79 継続 ・多世帯同居・近居推進事業の推進 再掲
秋田市多世帯同居・近
居推進事業

多世帯が同居又は近居するために必要な改修・購
入又は賃貸借契約に係る費用を補助する。

○

③既存住宅を
活用して多様
なニーズに対
応した住ま
い・まちづくり

中古住宅市場の
活性化に向けた
取組の実施

③-4 民間賃貸
住宅の活用推
進

③-3 住宅確保
要配慮者に対
するセーフティ
ネットの構築

住宅確保要配慮
者に対する住宅
セーフティネット
の確実な確保
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目標３　地域のなかで住み続けられる住まい・まちづくり

前半 後半 前半 後半

80 継続 ・秋田市の中心市街地の活性化に向けた取組の推進 ―
中心市街地活性化基本
計画推進経費

中心市街地活性化基本計画の取組状況等につい
て進捗管理を行うとともに、関係機関が行う中心市
街地活性化に資する各種事業を支援することによ
り、中心市街地の活性化を図る。

○

81
新規

（実施中）
・優良建築物等整備事業による都市機能誘導の促進 ―

優良建築物等整備事業
費補助金

立地適正化計画における都市機能誘導区域内にお
いて、土地の利用の共同化、高度化等に寄与する
優良建築物等整備事業を行う事業主体に対し整備
に係る費用を補助し、事業の促進を図る。

○

82 継続
・商店街の空き店舗等への入居費用に対する補助事
業の促進

―
中心市街地商業集積促
進事業

中心市街地の店舗集積による商業地としての魅力
向上と活性化を図るため、中心市街地内の空き店
舗および大型商業施設内の空きテナントへの入居
にかかる改装費や賃借料等に補助する。

○

83 新規
・空き家の地域の活性化等に寄与する施設としての
活用の検討

― ―

1年以上、居住者又は利用者がいない一戸建て・長
屋建ての空き家を、まちづくり活動の拠点など地域
の活性化につながる活用をする場合の支援につい
て検討する。

○ ○

84 継続 ・商店街活性化に向けたソフト事業の促進 ― 商店街ソフト事業
商店街団体などが実施する、地域の特性を活かし
た商店街の振興に資するイベント等に対し補助す
る。

○

85 新規
・居住誘導を促進するための新たな補助事業等の検
討

― ―
居住誘導区域で自己居住用の住宅を新築する方に
対する補助などを検討し、居住誘導を促進する。

○ ○

86 継続 ・多世帯同居・近居推進事業の推進 再掲
秋田市多世帯同居・近
居推進事業

多世帯が同居又は近居するために必要な改修・購
入又は賃貸借契約に係る費用を補助する。

○

87 継続 ・空き家定住推進事業の推進 再掲
秋田市空き家定住推進
事業

空き家バンクに登録した空き家等を市外から移住す
る方へ賃貸するために改修を行う所有者や、登録さ
れた空き家を、購入又は賃借し、市外から移住する
ために改修を行う方に対し、改修費用の一部を補助
する。（居住誘導区域の場合は市民も対象）

○

88
新規

（実施中）
・優良建築物等整備事業を活用した共同住宅整備に
よる居住誘導の促進（千秋久保田町等）

―
中心市街地優良建築物
等整備事業

中心市街地において、土地の利用の共同化、高度
化等に寄与する優良建築物等整備事業を行う事業
主体に対し整備に係る費用を補助し、事業の促進
を図る。

○

民間賃貸住宅等
の誘導

89 新規 ・サービス付き高齢者向け住宅のまちなか誘導 再掲 ―
サービス付き高齢者向け住宅の居住誘導区域内に
建設する場合の支援を検討する。

○ ○

90 継続 ・空き家バンク制度活用の推進 再掲
秋田市空き家バンク制
度

市内協力宅建業者と連携し、売却等を希望する空
き家の登録を行い、ホームページ等で利用希望者
へ情報提供を行う。

○

91 継続 ・空き家定住推進事業の推進 再掲
秋田市空き家定住推進
事業

空き家バンクに登録した空き家等を市外から移住す
る方へ賃貸するために改修を行う所有者や、登録さ
れた空き家を、購入又は賃借し、市外から移住する
ために改修を行う方に対し、改修費用の一部を補助
する。（居住誘導区域の場合は市民も対象）

○

基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策

①多核集約型
コンパクトシ
ティ形成の実
現に向けた持
続可能な住ま
い・まちづくり

既存住宅活用に
よる居住の誘導

①-1 都市機能
の誘導等による
魅力的なまちな
かの形成

市街地の魅力向
上に向けたイベ
ント・都市機能等
の誘導促進

①-2 まちなか
への居住誘導と
良好な住環境
の形成

実施開始時期

事業・取組等の内容

検討開始時期
実施している

事業・取組等の名称
取組

居住誘導区域へ
の居住誘導

重複
状況

番号
現行計画

からの変更

29



前半 後半 前半 後半
基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策

実施開始時期

事業・取組等の内容

検討開始時期
実施している

事業・取組等の名称
取組

重複
状況

番号
現行計画

からの変更

92
新規

（実施中）
・優良建築物等整備事業による都市機能誘導の促進 再掲

優良建築物等整備事業
費補助金

立地適正化計画における都市機能誘導区域内にお
いて、土地の利用の共同化、高度化等に寄与する
優良建築物等整備事業を行う事業主体に対し整備
に係る費用を補助し、事業の促進を図る。

○

93 継続 ・多世帯同居・近居推進事業の推進 再掲
秋田市多世帯同居・近
居推進事業

多世帯が同居又は近居するために必要な改修・購
入又は賃貸借契約に係る費用を補助する。

○

94 継続 ・空き家定住推進事業の推進 再掲
秋田市空き家定住推進
事業

空き家バンクに登録した空き家等を市外から移住す
る方へ賃貸するために改修を行う所有者や、登録さ
れた空き家を、購入又は賃借し、市外から移住する
ために改修を行う方に対し、改修費用の一部を補助
する。（居住誘導区域の場合は市民も対象）

○

95 継続 ・農山村集落の安心生活維持の促進 ―
秋田市空き家バンク制
度　等

農村山集落においても空き家バンク制度や各種補
助金制度活用の推進を図る。

○

地域の実情等に
応じた移動手段
の検討 96 新規 ・地域の実情や需要に応じた移動手段の導入検討 ― ―

基幹的公共交通の維持を図るとともに、地域住民
や事業者等との協働により、路線バスに限らない地
域の実情に応じた移動手段の導入検討を行う。

○

97 継続 ・空き家バンク制度活用の推進 再掲
秋田市空き家バンク制
度

市内協力宅建業者と連携し、売却等を希望する空
き家の登録を行い、ホームページ等で利用希望者
へ情報提供を行う。

○

98
新規

（実施中）
・住宅情報ネットワークサイト活用の推進 再掲

秋田市住宅情報ネット
ワークサイト活用の推
進

市で開設した不動産関係団体と連携した市内の不
動産物件紹介サイトを活用し、移住希望者等へ住
まいの情報提供を行う。

○

99 新規 ・住宅利活用に向けたセミナー等の開催 ― ―

空き家を資産として活用するための知識や補助制
度、インスペクション（住宅診断）や安心Ｒ住宅制
度、様々な利活用の方法等について学ぶことのでき
るセミナー等の開催を検討する。

○ ○

100 継続 ・空き家バンク制度活用の推進 再掲
秋田市空き家バンク制
度

市内協力宅建業者と連携し、売却等を希望する空
き家の登録を行い、ホームページ等で利用希望者
へ情報提供を行う。

○

101 継続 ・空き家定住推進事業の推進 39と同様
秋田市空き家定住推進
事業

空き家バンクに登録した空き家等を市外から移住す
る方へ賃貸するために改修を行う所有者や、登録さ
れた空き家を、購入又は賃借し、市外から移住する
ために改修を行う方に対し、改修費用の一部を補助
する。（居住誘導区域の場合は市民も対象）

○

102 新規
・空き家や低未利用地解消のためのランドバンク事業
実施の可能性についての検討

― ―
空き家や低未利用地解消のため、関係団体と連携
し、ランドバンク事業実施の可能性について検討す
る。

○ ○

103 新規
・空き家の地域の活性化等に寄与する施設としての
活用の検討

再掲 ―

1年以上、居住者又は利用者がいない一戸建て・長
屋建ての空き家を、まちづくり活動の拠点など市の
活性化につながる活用をする場合の支援について
検討する。

○ ○

104 新規 ・空き家の様々な活用方法に対する支援の検討 ― ―
交流施設、福祉施設など様々な活用方法に対する
支援について、関係団体等の連携も含め検討す
る。

○ ○

③都市のスポ
ンジ化対策を
推進する住ま
い・まちづくり

③-1 低未利用
地・空き家の有
効活用

適切な空き家情
報の提供

空き家等の利活
用促進

②市民それぞ
れが選択した
地域のなかで
住み続けられ
る住まい・まち
づくり

②-1 住まいの
場所によらず安
心して暮らせる
住環境の整備

地域コミュニティ
の確保
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目標４　「環境立市あきた」を実現する住まい・まちづくり

前半 後半 前半 後半

105 継続 ・長期優良住宅の認定および普及促進 ― 長期優良住宅認定事務
長期優良住宅建築等計画の認定事務の実施。内容
はHPで紹介。事業者や消費者等を対象にメリットや
認定基準等について周知普及を図る。

○

106
新規

（実施中）
・低炭素住宅の認定および普及促進 ― 低炭素住宅認定事務

低炭素住宅建築等計画の認定事務の実施。内容は
HPで紹介。事業者や消費者等を対象にメリットや認
定基準等について周知普及を図る。

○

107 継続 ・住宅性能表示制度の周知・普及の促進 再掲
住宅整備課ホームペー
ジ等による紹介

ホームページ等により、事業者や消費者等を対象に
メリットや評価基準等について周知普及を図る。

○

108 継続 ・住宅リフォーム支援事業の推進 再掲
住宅リフォーム支援事
業

50万円以上の増改築やリフォーム工事を行う者に５
万円を補助する。なお、事業の内容については、よ
り効果的な事業となるよう検討する。

○ ○

109 継続 ・秋田市住宅用太陽光発電システム設置費補助金 ―
秋田市住宅用太陽光発
電システム設置費補助
金

自ら居住する市内の住宅に太陽光発電システムを
設置した方、または自ら居住する太陽光発電システ
ム付き住宅を購入した方に補助を継続して行う。
また、事業者負担で設置することで初期費用を抑え
ることができる、いわゆる第三者所有モデルに対し
ても補助対象とできるよう、検討する。

○

110 新規 ・省エネルギー性能の高い住宅の普及 ― ―
ネット・ゼロ・エネルギー住宅（ZEH)等の省エネル
ギー性能の高い住宅の普及に向けて、事例紹介等
を通じた普及啓発活動を実施。

○ ○

緑化等の促進

111 継続
・緑のまちづくり活動支援基金（助成制度）による緑化
等の促進

―
緑のまちづくり活動支援
基金

身近な緑と花いっぱい活動（ソフト部門）への一部助
成。

○

実施開始時期検討開始時期

番号
現行計画

からの変更
取組 事業・取組等の内容

重複
状況

実施している
事業・取組等の名称

基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策

①脱炭素社会
を実現する住
まい・まちづく
り

①-1　環境に配
慮した住環境の
整備

住まいの省エネ・
環境共生住宅の
普及促進
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前半 後半 前半 後半

実施開始時期検討開始時期

番号
現行計画

からの変更
取組 事業・取組等の内容

重複
状況

実施している
事業・取組等の名称

基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策

112 継続 ・長期優良住宅の認定および普及促進 再掲 長期優良住宅認定事務
長期優良住宅建築等計画の認定事務の実施。内容
はHPで紹介。事業者や消費者等を対象にメリットや
認定基準等について周知普及を図る。

○

113 継続 ・住宅性能表示制度の周知・普及の促進 再掲
住宅整備課ホームペー
ジ等による紹介

ホームページ等により、事業者や消費者等を対象に
メリットや評価基準等について周知普及を図る。

○

114 継続 ・住宅リフォーム支援事業の推進 再掲
住宅リフォーム支援事
業

50万円以上の増改築やリフォーム工事を行う者に５
万円を補助する。なお、事業の内容については、よ
り効果的な事業となるよう検討する。

○ ○

115 新規 ・省エネルギー性能の高い住宅の普及 再掲 ―
ネット・ゼロ・エネルギー住宅（ZEH)等の省エネル
ギー性能の高い住宅の普及に向けて、事例紹介等
を通じた普及啓発活動を実施。

○

116 継続 ・住宅リフォーム支援事業の推進 再掲
住宅リフォーム支援事
業

50万円以上の増改築やリフォーム工事を行う者に５
万円を補助する。なお、事業の内容については、よ
り効果的な事業となるよう検討する。

○ ○

117 継続 ・長期優良住宅の認定および普及促進 再掲 長期優良住宅認定事務
長期優良住宅建築等計画の認定事務の実施。内容
はHPで紹介。事業者や消費者等を対象にメリットや
認定基準等について周知普及を図る。

○

118 新規 ・省エネルギー性能の高い住宅の普及 再掲 ―
ネット・ゼロ・エネルギー住宅（ZEH)等の省エネル
ギー性能の高い住宅の普及に向けて、事例紹介等
を通じた普及啓発活動を実施。

○

119 継続 ・リフォーム関係団体等との連携によるリフォーム促進 ―
リフォーム関係団体等と
の連携による相談対応

リフォームに関して、相談内容に応じ、リフォーム関
係団体等を紹介する。また、国土交通省による「住
宅リフォーム事業者団体登録制度」等についてホー
ムページ等で紹介を行う。

○

①脱炭素社会
を実現する住
まい・まちづく
り

①-2　長く住み
続けられる住宅
の整備

住宅の長寿命化
の促進

良質な住宅ス
トックの形成
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目標５　自然と都市が調和した秋田らしい住まい・まちづくり

前半 後半 前半 後半

― 地区計画制度

一定のまとまりのある地区について、公共施設の整
備と建築物や土地利用に関するきめ細かなルール
を定めることにより、地区の特性を生かした住民主
体のまちづくりを促す。

○

― 建築協定制度

一定の区域内において、土地の所有者等の全員の
合意によって建築基準法等の「最低の基準」にさら
に一定の制限を加えた独自のルールを定め、これを
お互いに守り合っていくことで良好な生活環境、魅
力あるまちづくりの実現を目指す。

○

― 緑地協定制度
土地所有者等の合意によって緑地の保全や緑化に
関する協定を締結する。

○

121 継続 ・景観まちづくりの推進 ―
景観まちづくり活動支援
助成金

自主的かつ継続的に地域の景観まちづくり活動を行
う団体等に支援を行い、地域の特性を活かした景観
の向上を図る。また、新たな活用団体の発掘に向
け、町内会等への積極的な周知を行う。

○

122 継続 ・新屋地区等における町家を活かした景観づくり ―
景観重要建造物等保存
事業費補助金

良好な景観形成を図る上で重要と認められる建造
物等を地域の貴重な景観資源と位置付け、保存して
いくための修理や改修費用を補助することで、地域
住民の景観意識の向上や地域の景観まちづくり活
動への展開を図る。また、新たな活用物件の発掘に
向け、関連部署と連携した現地調査等の実施を行
う。

○

123 継続
・秋田市中高層建築物の建築に係る紛争の予防およ
び調整に関する条例に基づく指導

―

秋田市中高層建築物の
建築に係る紛争の予防
および調整に関する条
例に基づく指導

秋田市中高層建築物の建築に係る紛争の予防およ
び調整に関する条例に基づき、建築計画の標識設
置、近隣居住者等への説明会などを建築主に実施
させ、紛争を予防する。
また、近隣居住者等と建築主の双方から紛争の調
整の申出があった場合は、あっせんを行う。

○

124
新規

（実施中）
・景観形成基準に基づく指導の実施等 ― 秋田市景観計画

秋田市景観計画に定められている景観形成基準に
基づき、ホームページ等での周知による市民の意識
向上や、大規模行為の届出、屋外広告物の申請に
対し、適切な指導等を実施する。

○

125 継続
・空家等対策の推進に関する特別措置法や秋田市空
き家等の適正管理に関する条例等の関係法令に基づ
く指導等

再掲

空家等対策の推進に関
する特別措置法や秋田
市空き家等の適正管理
に関する条例等の関係
法令に基づく指導等

所有者による空き家等の適切な管理を促進し、市民
の安全で安心な暮らしの実現を図るため、適切な管
理が行われておらず、危険度が高い空き家等の所
有者に対し、助言、指導等を行う。

○

126 継続 ・秋田市老朽危険空き家等解体撤去補助金の交付 再掲
秋田市老朽危険空き家
等解体撤去補助金

危険な空き家の所有者等へ空き家等の解体費や撤
去費を補助する。

○

127 継続
・秋田市都市緑化の推進に関する条例に基づく宅地
化された空き地の管理の推進

―

秋田市都市緑化の推進
に関する条例に基づく
宅地化された空き地の
管理の推進

雑草等が繁茂している空き地について、良好な生活
環境の確保および環境美化のため、土地所有者に
対し空き地の適正な維持管理について必要な助言
および指導。

○

実施している
事業・取組等の名称

事業・取組等の内容取組

120

検討開始時期 実施開始時期

①多様な住ま
い方を実現す
る住まい・まち
づくり

①-1 多様な主
体との協働によ
る地域資源を活
かした住まいづ
くり

地域資源を活か
したまちづくりの
支援

重複
状況

基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策 番号
現行計画

からの変更

継続 ・エリアマネジメントの促進

周辺に配慮した
まちなみ形成の
誘導
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前半 後半 前半 後半

実施している
事業・取組等の名称

事業・取組等の内容取組

検討開始時期 実施開始時期
重複
状況

基本方針

基本施策
重点的に取り

組む
基本施策

具体施策 番号
現行計画

からの変更

128 継続 ・住宅リフォーム支援事業の推進 再掲
住宅リフォーム支援事
業

50万円以上の増改築やリフォーム工事を行う者に５
万円を補助する。なお、事業の内容については、よ
り効果的な事業となるよう検討する。

○ ○

129 継続 ・多世帯同居・近居推進事業の推進 再掲
秋田市多世帯同居・近
居推進事業

多世帯が同居又は近居するために必要な改修・購
入又は賃貸借契約に係る費用を補助する。

○

130 継続 ・空き家定住推進事業の推進 再掲
秋田市空き家定住推進
事業

空き家バンクに登録した空き家等を市外から移住す
る方へ賃貸するために改修を行う所有者や、登録さ
れた空き家を、購入又は賃借し、市外から移住する
ために改修を行う方に対し、改修費用の一部を補助
する。（居住誘導区域の場合は市民も対象）

○

131 新規
・二地域居住、サブスクリプション型サービスなどに対
する住宅支援の検討

― ―
・定住および交流人口拡大のため、二地域居住、サ
ブスクリプション型サービスなどに対する住宅支援を
検討する。

○ ○

多様な働き方に
対応した住環境
の整備

132 新規 ・テレワークの環境整備に対する支援 ― ―
在宅において就業するテレワークを実施するために
必要な環境整備に対する支援を検討する。

○ ○

多様な住まい
方・関わり方の
実現に向けた支
援

①多様な住ま
い方を実現す
る住まい・まち
づくり

①-2 本市にお
ける多様な住ま
い方・関わり方
を実現する環境
の整備
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重点的に取り組む主な施策の新たな取組等

前半 後半 前半 後半

1 継続
・がけ地近接等危険住宅移転事
業の推進

4
がけ地近接等危険住宅
移転事業

土砂災害のおそれのある区域か
らの住宅の移転費を支援するとと
もに、補助対象経費および補助
金額等の拡充を検討する。

○

2
新規

（実施中）
・住宅金融支援機構の【フラット３
５】との連携

5
【フラット３５】子育て支
援型・地域活性化型

住宅金融支援機構との連携し、
がけ地近接等危険住宅移転事業
の補助対象者が、住宅金融支援
機構の住宅ローン【フラット３５】を
利用した場合、当初５年間の金利
を引き下げる。

○

3 新規
・洪水浸水想定区域等住宅移転
事業の検討

6 ―
洪水浸水想定区域から移転する
ための住宅取得費等への補助を
検討し、移転を推進する。

○ ○

4
新規

（実施中）
・小学校の通学路に面する危険
なブロック塀等の解消を促進

8
危険ブロック塀等除却
支援事業

小学校の通学路に面する危険ブ
ロック塀等の除却工事に対し、費
用の一部を補助する。

○

5
新規

（実施中）
・防災イベントの開催 12

防災講話や防災訓練な
どの開催

ハザードマップによる災害時の危
険性、住宅内の地震対策等につ
いてのセミナーやイベントの開催
や避難訓練や消火訓練などの防
災訓練を開催する。

○

前半 後半 前半 後半

1
新規

（実施中）
・空き家実態調査の検討および
実施

14
新たな空き家調査手法
の検討

水道の閉栓情報の活用や民間団
体等との連携を含め、効果的な
空き家の把握方法を検討し、実
施する。

○

2
新規

（実施中）
・空き家データベースの作成およ
び更新

15
空き家管理システム運
営経費および更新経費

調査により、把握した空き家の効
果的なデータベースを構築し、危
険な空き家や利活用可能な空き
家等の仕分けを実施し、各種対
策に活用する。

○

3 新規
・空き家対策基本方針の見直し
又は空き家等対策計画の策定

16 －

空き家対策基本方針の見直し又
は空き家等対策計画を策定し、
秋田市における空き家対策の方
向性を示すとともに、各種の対策
を展開する。

○ ○

4
新規

（実施中）
・秋田市空き家対策検討チーム
による空き家対策の検討

17
秋田市空き家対策検討
チームの設置

重点的に空家対策に取り組むた
め、既存の秋田市空き家対策検
討チームを再編するとともに、
チームよる対策の検討と施策の
展開を図る。

○

5
新規

（実施中）
・条例に基づく緊急安全措置の実
施

18
条例に基づく緊急安全
措置の実施

条例に基づき、飛散防止ネットの
設置やロープによる固定等の必
要最小限の措置（緊急安全措置）
を行う。

○

6 新規
・特定空き家認定および空家特
措法に基づく措置の検討

19 －
特定空家等の認定や空家特措法
に基づく、勧告、命令、行政代執
行等の措置について検討する。

○ ○

7
新規

（実施中）
・空き家所有者等無料相談会の
実施

20
空き家所有者等無料相
談会の実施

関係団体と連携した空き家相談
会を実施する。

○

実施している
事業・取組等の名称

検討開始時期

１　災害対策

番号
現行計画
からの変
更

取組
取組
一覧
番号

２　空き家対策（計画策定、危険空き家対策等）
実施開始時期

実施開始時期取組
一覧
番号

実施している
事業・取組等の名称

事業・取組等の内容

検討開始時期

番号
現行計画
からの変
更

取組

事業・取組等の内容
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前半 後半 前半 後半

1
新規

（実施中）
・住宅情報ネットワークサイト活用
の推進

98
秋田市住宅情報ネット
ワークサイト活用の推
進

市で開設した不動産関係団体と
連携した市内の不動産物件紹介
サイトを活用し、移住希望者等へ
住まいの情報提供を行う。

○

2 新規
・住宅利活用に向けたセミナー等
の開催

99 ―

空き家を資産として活用するため
の知識や補助制度、インスペク
ション（住宅診断）や安心Ｒ住宅
制度、様々な利活用の方法等に
ついて学ぶことのできるセミナー
等の開催を検討する。

○ ○

3 新規
・空き家や低未利用地解消のた
めのランドバンク事業実施の可能
性についての検討

102 ―

空き家や低未利用地解消のた
め、関係団体と連携し、ランドバ
ンク事業実施の可能性について
検討する。

○ ○

4 新規
・空き家の地域の活性化等に寄
与する施設としての活用の検討

103 ―

1年以上、居住者又は利用者が
いない一戸建て・長屋建ての空き
家を、まちづくり活動の拠点など
市の活性化につながる活用をす
る場合の支援について検討す
る。

○ ○

5 新規
・空き家の様々な活用方法に対
する支援の検討

104 ―

交流施設、福祉施設など様々な
活用方法に対する支援につい
て、関係団体等の連携も含め検
討する。

○ ○

前半 後半 前半 後半

1
新規

（実施中）
・優良建築物等整備事業による
都市機能誘導の促進

81
優良建築物等整備事業
費補助金

立地適正化計画における都市機
能誘導区域内において、土地の
利用の共同化、高度化等に寄与
する優良建築物等整備事業を行
う事業主体に対し整備に係る費
用を補助し、事業の促進を図る。

○

2 新規
・居住誘導促進するための新た
な補助事業等の検討

85 ―

居住誘導区域で自己居住用の住
宅を新築する方に対する補助な
どを検討し、居住誘導を促進す
る。

○ ○

3
新規

（実施中）

・優良建築物等整備事業を活用
した共同住宅整備による居住誘
導の促進（千秋久保田町等）

88
中心市街地優良建築物
等整備事業

中心市街地において、土地の利
用の共同化、高度化等に寄与す
る優良建築物等整備事業を行う
事業主体に対し整備に係る費用
を補助し、事業の促進を図る。

○

4 新規
・サービス付き高齢者向け住宅の
まちなか誘導

89 ―
サービス付き高齢者向け住宅の
居住誘導区域内に建設する場合
の支援を検討する。

○ ○

検討開始時期

事業・取組等の内容

検討開始時期

４　多核集約型のコンパクトシティ形成のための居住誘導施策
実施開始時期取組

一覧
番号

実施している
事業・取組等の名称

事業・取組等の内容

３　空き家対策（利活用対策等）

番号
現行計画
からの変
更

取組
取組
一覧
番号

実施している
事業・取組等の名称

実施開始時期

番号
現行計画
からの変
更

取組
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 （議事３－５）成果指標および公営住宅の供給の目標量について 

１ 成果指標 

設定した目標に対する達成度を分かりやすく示すため、目標ごとに成果指標を設定し

ます。 

目標は、住宅施策とともに他の施策との連携によって達成できるものであることから、

関連計画等との整合を図り、10 年後の目標値を示します。 

※表中の「★」は住生活基本計画（全国計画：H28.3）と同様の指標 

※表中の「■」は R2 の現状（実績値）を後日修正 

【目標１】安全・安心に暮らせる住まい・まちづくり 

指標 定義 

前計画 

目標値 

(R2) 

現状 

(R2) 

中間目標 

(R7) 

目標値 

(R12) 

住宅の新耐震基

準適合率 

新耐震基準（昭和56年基準）が求

める耐震性を有する住宅ストッ

ク比率 

90.0％ 

(R2) 

86.2％ 

(H30) 

93.0％ 

(R7) 

中間以上 

(R12) 

がけ地近接等危

険住宅移転事業

活用件数 

がけ地近接等危険住宅移転事業

活用件数（活用件数の合計）■ 
新規設定 

3 件 

(H27～R2) 

10 件 

(R3～R7) 

20 件 

(R3～R12) 

空き家相談会参

加件数 

空き家所有者等無料相談会の参

加件数（参加件数の合計）■ 
新規設定 

64 件 

(H30～R2) 

200 件 

(R3～R7) 

400 件 

(R3～R12) 

老朽危険空き家

等解体撤去補助

金活用件数 

老朽危険空き家等解体撤去補助

金活用件数（活用件数の合計）■ 
新規設定 

24 件 

(H27～R2) 

50 件 

(R3～R7) 

100 件 

(R3～R7) 

【目標２】誰もが快適に住み続けられる住まい・まちづくり 

指標 定義 

前計画 

目標値 

(R2) 

現状 

(R2) 

中間目標 

(R7) 

目標値 

(R12) 

高齢者居住住宅

の一定のバリア

フリー化率★ 

高齢者(65歳以上の者)が居住する

住宅の一定のバリアフリー化率（2

箇所以上の手すりの設置、又は屋

内の段差解消に該当） 

75.0％ 

(H30) 

42.0％ 

(H30) 

58.5％ 

(R5) 

75.0％ 

(R10) 

バリアフリー化

された戸建住宅

の割合 

戸建住宅のバリアフリー化率（床

の段差の解消、手すりの設置等に

該当） 

現状以上 

(H30) 

64.2％ 

(H30) 

現状以上 

(R5) 

中間以上 

(R10) 

子育て世帯の誘

導居住面積水準

達成率★ 

子育て世帯（世帯構成員に18歳未

満の者が含まれる世帯）の誘導居

住面積水準の達成率 

50.0％ 

(H30) 

49.5％ 

(H30) 

53％ 

(R5) 

56％ 

(R10) 

最低居住面積水

準未満率★ 

最低居住面積水準を満たしていな

い世帯比率 

早期に解消 

(H30) 

4.0％ 

(H30) 

現状以下 

(R5) 

中間以下 

(R10) 

年間リフォーム

実施比率 

持ち家の住宅ストック戸数に対す

る年間リフォーム実施戸数の割合 

6.0％ 

(H30) 

5.7％ 

(H30) 

6.0％ 

(R5) 

中間以上 

(R10) 
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【目標３】地域のなかで住み続けられる住まい・まちづくり 

指標 定義 

前計画 

目標値 

(R2) 

現状 

(R2) 

中間目標 

(R7) 

目標値 

(R12) 

居住誘導区域の

人口密度 

立地適正化計画に基づく居住誘導

区域の人口密度 

 

新規設定 
54.7 

人/ha 

(H27) 

50.0 

人/ha 

以上 

(R7) 

50.0 

人/ha 

以上 

(R12) 

空き家バンク登

録物件数 

空き家バンクの登録物件数（登録

物件数の合計）■ 

 

新規設定 
158 件 

(H27～R2) 

250 件 

(R3～R7) 

500 件 

(R3～R7) 

 

【目標４】環境にやさしい住まい・まちづくり 

指標 定義 

前計画 

目標値 

(R2) 

現状 

(R2) 

中間目標 

(R7) 

目標値 

(R12) 

新築住宅（戸建

て）における認

定長期優良住宅

率★ 

新築住宅（戸建て）に対する認定

優良住宅比率（年平均）■ 
30％ 18.5％ 24.3％ 30％ 

 

【目標５】自然と都市が調和した秋田らしい住まい・まちづくり 

指標 定義 

前計画 

目標値 

(R2) 

現状 

(R2) 

中間目標 

(R6) 

目標値 

(R12) 

まちなみなどの

景観についての

意識 

「秋田市しあわせづくり市民意

識調査」で、秋田市に住んでいて

「まちなみなどの景観」について

「よい」「どちらかといえばよい」

を選んだ市民の割合 

23％ 22.3％ 24.0％ 26.0％ 
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２ 市営住宅の供給の目標量 

 

「住宅セーフティネット供給量算定プログラム（国土交通省）」に基づき、表 5-1 のとお

り計画期間（10 年間）に発生する公営住宅等による要支援世帯数を推計し、市営住宅の供

給目標量の設定を行いました。 

現状の市営住宅戸数は、2,344 戸ですが、推計の結果、計画期間における市営住宅の供給

目標量を、現状の市営住宅戸数を維持し、2,344 戸と設定します。 

また、長期的な既存ストックの有効活用を図るため、適切な維持管理や修繕および計画

的な建替を行います。 

 

 

表５-１ 公営住宅供給の目標量の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和22年 令和32年

Ａ 市営住宅戸数 2,344戸 2,344戸 2,344戸

Ｂ 県営住宅戸数 1,789戸 1,789戸 1,789戸

4,133戸 4,133戸 4,133戸

優先的に配慮すべき低所得者世帯

（令和12年度①+②+ａ．）

公営住宅入居世帯のうち低所得者以外の有資格者世帯

（令和12年度ｂ．）

4,773戸 4,719戸 4,666戸

4,133戸 4,133戸 4,133戸

(市営住宅対象
2,344戸)

(市営住宅対象
2,344戸)

(市営住宅対象
2,344戸)

戸数・世帯数

Ｄ 2,999世帯(戸) 2,953世帯(戸)

令和12年
参考

必要な公営住宅戸数（Ｄ＋Ｅ）

Ｆ
必要な住宅戸数（Ｄ＋Ｅ）を考慮した、維持する公営
住宅戸数

Ｃ：公営住宅数（Ａ＋Ｂ）

2,908世帯(戸)

1,758世帯(戸)Ｅ 1,774世帯(戸) 1,766世帯(戸)
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推計の結果、目標年次である令和 12 年の主な住宅確保要配慮者のうち、公営住宅の原則

階層である収入分位 25％までの世帯は、下図に示す「公営住宅入居世帯」の 3,547 世帯

（ａ.+ｂ.）と「公営住宅を除く借家に居住する世帯」の 9,783 世帯（①+②+(③-1)+(④-

Ａ)+ (④-Ｂ)+ (④-Ｃ)）を合わせた 13,330 世帯となっています。 

しかし、住宅確保要配慮世帯の属性は幅広く、属性や困窮度が異なる多様な人々が混在

し、重層的な構成になっていると考えられることから、まず、真に住宅の確保が困難な住

宅確保要配慮世帯層を優先的に対応することとします。 

上記を前提とした場合、「公営住宅入居世帯」の 1,773 世帯（ａ.）と「公営住宅を除く

借家に居住する世帯」の 1,226 世帯（①+②）を合わせた 2,999 世帯について優先的に対応

するとともに、「公営住宅入居世帯」の低所得者以外の有資格者 1,774 世帯（b.）も考慮す

るものとすると、合計 4,773 戸となります。 

そのため、計画期間である今後 10 年間においては、現状の公営住宅戸数を維持しつつ、

真に住宅に困窮する世帯へ適切に供給するために、高額所得者（d.）や収入超過者（c.）

の住替え等を促進し、適正な管理と適正入居を推進することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-１ 令和 12 年の主な住宅確保要配慮者世帯 

  

居住面積水準 

著しい低年収 

c.収入超過者 

 

a.著しい低年収世帯 

b.a.を除く入居 

有資格者 

 

d.高額所得者 

収入分位 25％ 
（公営住宅原則階級） 

収入 

収入分位 ４０％※ 

（公営住宅裁量階級） 

公営住宅を除く借家に 

居住する世帯 

公営住宅入居世帯 

③－２ 

④－Ｃ ③－１ ④－Ａ 

① 

② 

2,073 世帯 

6,292 世帯 1,049 世帯 75 世帯 

238 世帯 

④－Ｂ 
1,141 世帯 

988 世帯 

124 世帯 

1,773 世帯 

1,774 世帯 

156 世帯 

資料：住宅セーフティネット供給量算定プログラム 

※収入分位 40％は裁量階層を想定（収入分位 40％以下で事業主体が条例で定める） 
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表５-２ 主な住宅確保要配慮者世帯（公営住宅を除く借家に居住する世帯の推計） 

 

※1令和２年度から令和12年度は住宅セーフティネット供給量算定プログラムで推計 

※2令和22年度から令和32年度は、令和２年度と令和12年度の比率により推計 

 

表５-３ 公営住宅入居世帯※5 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 244 世帯 238 世帯 232 世帯 226 世帯

② 1,021 世帯 988 世帯 956 世帯 925 世帯

高齢単身・夫婦のみ世帯 4,034 世帯 3,897 世帯 3,765 世帯 3,637 世帯

障害者世帯※1・※3 2,074 世帯 1,810 世帯 1,580 世帯 1,379 世帯

子育て世帯 566 世帯 553 世帯 540 世帯 527 世帯

外国人世帯※2・※4 28 世帯 32 世帯 37 世帯 43 世帯

③-１　合計 6,702 世帯 6,292 世帯 5,922 世帯 5,586 世帯

高齢単身・夫婦のみ世帯 1,608 世帯 1,552 世帯 1,498 世帯 1,446 世帯

障害者世帯※1・※3 334 世帯 292 世帯 255 世帯 223 世帯

子育て世帯 234 世帯 229 世帯 224 世帯 219 世帯

③-２　合計 2,176 世帯 2,073 世帯 1,977 世帯 1,888 世帯

④-Ａ 77 世帯 75 世帯 73 世帯 71 世帯

④-Ｂ 1,169 世帯 1,141 世帯 1,114 世帯 1,088 世帯

④-Ｃ 1,074 世帯 1,049 世帯 1,025 世帯 1,002 世帯

③-１ ・公営住宅入居資格がある、高齢
（単身・夫婦のみ）、障害者、子育

て、外国人世帯

　（注）（①、②は除く）

注：外国人世帯は③-１のみ該当
③-２

令和2年度 令和12年度

・著しい低年収以上　かつ　最低居住面積水準以上世帯

・著しい低年収　かつ　最低居住面積水準未満の世帯

・著しい低年収　かつ　高家賃負担率により

　最低居住面積水準以上の住戸に居住する世帯

令和22年度 令和32年度

（参考）

・著しい低年収以上　かつ　最低居住面積水準未満世帯

・著しい低年収　かつ　最低居住面積水準以上世帯

※1：障がい者については、民営借家のみ

とする 

※2：単身世帯については、単身高齢者世

帯のみを対象として集計 

※3：障がい者世帯のうち、16.1％は高齢

者世帯と仮定 

※4：永住権のない外国人とする 

※5：公営住宅居住者については、高齢者

以外の単身世帯も、既に入居してい

るものとしてカウントしている 

※6:令和２年度から令和12年度は住宅セ

ーフティネット供給量算定プログラ

ムで推計 

※7:令和22年度から令和32年度は、令和

２年度と令和12年度の比率により推

計 

 

a.著しい低年収世帯 1,781 世帯 1,773 世帯 1,765 世帯 1,757 世帯

b.a.を除く入居有資格者 1,782 世帯 1,774 世帯 1,766 世帯 1,758 世帯

令和2年度 令和12年度
（参考）

令和22年度 令和32年度

d.高額所得者 124 世帯 124 世帯

c.収入超過者 157 世帯 156 世帯 155 世帯 154 世帯

124 世帯 124 世帯
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 （議事３－６）秋田市営住宅等長寿命化計画について 

１ 秋田市営住宅等長寿命化計画の作成フロー 

 ※内容は、資料４「秋田市市営住宅等長寿命化計画素案」を参照 

 

図６-１ 計画策定の方法（フロー図） 

資料：公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28 年８月改定 国土交通省） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．長寿命化のための事業実施予定一覧の作成 

 計画期間における公営住宅等の整備・改善等に係る実施計画を作成する。具体的には、次の様式１～ 

 ３により、計画修繕・改善事業・建替事業等の実施予定一覧を作成する。 

 【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 

 【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 

 【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等） 

２．計画期間の設定 

 公営住宅等長寿命化計画の期間を設定する（10 年間以上）。 

１．公営住宅等長寿命化計画の背景・目的の整理 ３．公営住宅等の状況の

把握・整理 

 

５．長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 事業主体が管理する全ての公営住宅等について、団地別・住棟別状況の把握を行い、公営住宅等の 

 事業手法を選定する。 

（１）対象 

（２）団地別・住棟別状況の把握 

（３）団地別・住棟別の事業手法の選定 

４．長寿命化に関する基本方針の設定 

 ・ストックの状況把握・修繕の実施・データ管理に関する方針 

 ・改善事業の実施による長寿命化および LCC の縮減に関する方針 等 

新規 

整備 

事業 

 

６．点検の実施方針

の設定 

 管理する全ての公営

住 宅 等 を 対 象 と し

て、法定点検や日常

点検等の実施方針を

定める。 

建替 

事業 

 

用途 

廃止 

 

維持管理 

計画 

修繕 

改善事業 

（個別改善、全面的改善） 

７．計画修繕の実施

方針の設定 

 管理する全ての公営

住 宅 等 を 対 象 と し

て、計画修繕等の実

施方針を定める。 

８．改善事業の実施

方針の設定 

 以下の区分に従って

実施方針を定める。 

【安全性確保型】 

【長 寿 命 化 型 】 

【福 祉 対 応 型 】 

【居住性向上型】 

９．建替事業の実施

方針の設定 

 公営住宅等に限ら

ず、地域の実績に応

じて、他の住宅につ

いても記載することが

望ましい。 

１１．LCC とその縮減効果の算出 

 計画的な維持管理による効率的・効果的な長寿命化の取組を進めるため、長寿命化型個別改善事業 

 を実施する公営住宅等における LCC の縮減効果を算出する。 
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２ 公営住宅等の位置図 
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 （議事３－７）両計画の素案およびパブリックコメントについて 

本委員会では、「第２期秋田市住生活基本計画（素案）」（資料３）および「第２期

秋田市営住宅等長寿命化計画（素案）」（資料４）を作成し、お示しいたしました。 

今後は、本委員会の結果を受け、計画へのご意見の反映を行ったのち、両計画の素案

について、秋田市議会への報告およびパブリックコメントを経て、第３回秋田市住生活

基本計画等策定委員会では、「第２期秋田市住生活基本計画（案）」および「第２期秋

田市営住宅等長寿命化計画（案）」をお示しします。 

 

表７-１ 今後のスケジュールについて 

会議等 日程 内容 

① 11/27(金) ・第２回秋田市住生活基本計画等策定委員会 

― 12 月上旬 ・①の意見を踏まえた修正 

② 12/中旬 ・秋田市議会への報告 

― 12 月下旬 ・②の意見を踏まえた修正 

③ 
１月中旬 

～１月下旬 
・パブリックコメントの実施 

― ２月上旬 ・③の意見を踏まえた修正 

④ ２/中旬 

・第３回秋田市住生活基本計画策定委員会 

⇒内容：パブリックコメント結果への対応方針、第２期秋田市住

生活基本計画（案）および第２期秋田市営住宅等長寿命化計画

（案）の策定 

 


